
 
 

1 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務実績等報告書 
（令和６事業年度評価） 

 

独立行政法人海技教育機構 
 

  



 
 

2 
 

（別紙） 

業務実績等報告書様式 1－1－3 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別調

書№ 

備考 

  3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

7 

年度 

  3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

7 

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 (1) 海技教育の実施 B B B A      効率的な業務体制の確立 B B A B  Ⅱ-(1)  

 内

航

船

員

養

成 

養成定員と養成課程 B〇 B〇 A〇 A〇  Ⅰ-(1)    業務運営の効率化に伴う経費削減 B C B B  Ⅱ-(2)  

課程の再編 B B A B  Ⅰ-(1)    調達方法の見直し B B B B  Ⅱ-(3)  

教育内容の高度化 B B B B  Ⅰ-(1)    人件費管理の適正化 B B B B  Ⅱ-(4)  

航海訓練 B B B B  Ⅰ-(1)    業務運営の情報化・電子化の取組 B B A B  Ⅱ-(5)  

 
       

          

外

航

船

員

養

成 

養成定員と養成課程 A〇 B〇 B〇 A〇  Ⅰ-(1)           

教育内容の高度化 B B B B  Ⅰ-(1)           

航海訓練 B B B B  Ⅰ-(1)           

 
       

         

実務教育 A A A A  Ⅰ-(1)   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

          自己収入の確保 A A A A  Ⅲ-(1)  

          保有資産の検証・見直し B B B B  Ⅲ-(2）  

(2) 研究の実施 A A A A      業務達成基準による収益化 B B B B  Ⅲ-(3)  

 研究活動の活性化 B B B B  Ⅰ-(2)    予算、収支計画、資金計画 B B B B  Ⅲ-(4)  

質の向上に資する研究 A A A A  Ⅰ-(2)    短期借入金 － － － －  Ⅲ-(5)  

          重要財産の処分 B B B B  Ⅲ-(6)  

(3) 成果の普及・活用促進 B B A A      剰余金の使途 － － － －  Ⅲ-(7)  

 海技教育の知見の普及・活用 B B A A  Ⅰ-(3)            

研究成果の普及・活用 A A A A  Ⅰ-(3)   Ⅳ．その他の事項  

海事広報活動の促進及び人材の確保 B B A A  Ⅰ-(3)    施設・設備の整備 B B B B  Ⅳ-(1)  
国民・業界等からのニーズの把握とその対応 B A B B  Ⅰ-(3)    人事に関する計画 B B B B  Ⅳ-(2)  

災害時の支援活動 B B B B  Ⅰ-(3)    積立金の使途  B B B B  Ⅳ-(3)  

          内部統制の充実・強化 B B B C  Ⅳ-(4)  

          情報セキュリティ対策 B B B B  Ⅳ-(5)  

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

 

業務実績等報告書様式 1－1－4－1 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―（1） 海技教育の実施 

業務に関連する政策・施策 政策目標：Ⅸ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

施策目標：36 海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人海技教育機構法 第 11 条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】 

・「船員養成の改革に関する検討会」において、教育内容の高度化に向けた

適切な措置等を講ずることとしており、上記「（1）新人船員養成」は、その

達成に向けた重要な要素であるため。 

・特に、海事関連企業への就職率について、我が国の内航海運では十分な数

の若年船員を育成することが必要であり、機構は内航新人船員の重要な供給

源であり、主要な役割を果たしているため。 

・求人状況は海運業界の景気により大きく変動するなど、外部要因の影響を

大きく受ける。売り手市場が見込まれるが、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響は予想が困難である。機構は、安定的・持続的に船員を供給するのが

使命であることから、重要度は高い。 

【困難度：高】 

・海事関連企業への就職率は、その求人状況が海運業界の景気により大きく

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID004439,004441,004663 
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変動するなど、外部要因の影響を受けるため。 

・内航船社へ就職する生徒・学生に対するきめ細かな就職指導と、学校職員

による企業訪問の継続的な実施や求人開拓が必要であるため。 

・海技士国家試験の合格率は、機構のパフォーマンスを最大限に引き出し、

学力に応じたきめ細かい個別指導や教材の作成、練習船における試験指導な

どの努力を継続しなければ、達成できない目標として設定しているため。 

 

 

2．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値（前中期目標

期間最終年度値等） 
3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度   3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

養成定員 
（四級海技士） 

400 名 390 名 400 名 400 名 400 名 405 名  
 予算額（千円） 

6,598,390 6,407,862 6,589,267 6,954,466 
 

就職率 

（計画値） 

海技学校 

95%以上 

本科 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

  決算額（千円） 
6,967,766 7,282,632 7,047,727 7,062,230 

 

就職率 

（実績値） 

 

96.9% 95.5% 96.5% 96.9% 96.1%  

 経常費用（千円） 
6,558,520 6,636,219 6,856,952 7,115,311 

 

達成度  102.0% 100.5% 101.6% 102.0% 101.2%   経常利益（千円） 2,437 -40,263 63,240 20,693  

就職率 

（計画値） 

海技短大 

95%以上 

専修科 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

  行政コスト（千円） 
6,908,855 7,020,874 7,179,112 7,425,324 

 

就職率 

（実績値） 

 

99.6% 99.1% 99.2% 98.4% 100.0%  

 従事人員数 
565 561 553 542 

 

達成度  104.8% 104.3% 104.4% 103.6% 105.3%         

就職率 

（計画値） 

海技大学校 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
     

  

 

就職率 

（実績値） 

 

100.0% 100.0% 100.0% 92.9% 100.0%  

       

達成度  105.3% 105.3% 105.3% 97.8% 105.3%         

合格率 

（計画値） 

海技学校 

85%以上 

本科 

80%以上 

海技学校 

85%以上 

海技学校 

85%以上 

海技学校 

85%以上 

海技学校 

85%以上 

        

合格率 

（実績値） 

  

65.8% 73.8% 82.7% 88.5% 88.1%  

       

達成度  82.3% 86.8% 97.3% 104.1% 103.6%         

合格率 

（計画値） 

海技短大 

95%以上 

専修科 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

海技短大 

95%以上 

        

合格率 

（実績値） 

 

100.0% 97.4% 97.8% 97.4% 91.9%  

       

達成度  105.3% 102.5% 102.9% 102.5% 96.7%         

合格率 

（計画値） 

海技大学校 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
        

合格率 

（実績値） 

 

100.0% 100.0% 97.5% 100.0% 97.9%  

       

達成度  105.3% 105.3% 102.6% 105.3% 103.1%         
アンケート指標 

（計画値） 
肯定意見 

80%以上 － 80%以上 80%以上 80%以上 

 

80%以上 

        

アンケート指標 

（実績値） 
 

－ 99.0% 98.1% 95.0% 96.3% 
        

達成度  － 123.8% 122.6% 118.8% 120.4%         

合格率 

（計画値） 

水先コース 

90%以上 
－ 

水先コース 

90%以上 

水先コース 

90%以上 

水先コース 

90%以上 

水先コース 

90%以上 
        

合格率 

（実績値） 

 － 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  

       

達成度  － 111.1% 111.1% 111.1% 111.1%         

        注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 1．海技教育の実施 

 

「独立行政法人海

技教育機構法」（平成

11 年法律第 214 号。

以下「機構法」とい

う。）第 11 条第 1 項

第 1 号に基づき、「船

員となろうとする者

に対する教育」（新人

船員養成）及び「船

員に対する教育」（実

務教育）を実施す

る。 

また、機構法第 11

条第 2 項に基づき、

「国際航海船舶及び

国際港湾施設の保安

の確保等に関する法

律」（平成 16 年法律

第 31 号）第 8 条第 2

項の規定による同条

第 1 項の講習の実施

に関する業務を行

う。 

海技教育の実施に

当たっては、人口減

少社会の中で船員の

安定的・効果的な確

保・育成が求められ

ていることを踏ま

え、国際条約に的確

に対応するととも

に、「船員養成の改革

に関する検討会」の

結果や業界のニーズ

を反映した海技教育

の見直し及び練習船

や学校施設運用の効

率化に向けた取組を

進める。また、海技

教育に関し持続可能

な取組を進め、引き

続き船員の安定的・

効果的な確保・育成

を推進していく。 

 

 

（1）海技教育の実

施 

「独立行政法人海

技教育機構法」（平

成 11 年法律第 214

号。以下「機構法」

という。）第 11 条第

1項第1号に基づき、

「船員となろうとす

る者に対する教育」

（新人船員養成）及

び「船員に対する教

育」（実務教育）を

実施する。 

また、機構法第 11

条第 2 項に基づき、

「国際航海船舶及び

国際港湾施設の保安

の確保等に関する法

律」（平成 16 年法律

第 31 号）第 8 条第 2

項の規定による同条

第 1 項の講習の実施

に関する業務を行

う。 

海技教育の実施に

当たっては、国際条

約に的確に対応する

とともに、船員教育

機関及び海運業界と

連携してのニーズの

一層の精査や、これ

ら関係者を交えて検

討する国の施策に沿

って、必要とされる

教育を効果的・効率

的に行えるよう、教

育体制を見直し、海

技教育全般の質の向

上を図る。 

（1）海技教育の実

施 

「独立行政法人海

技教育機構法」（平

成 11 年法律第 214

号。以下「機構法」

という。）第 11 条第

1項第1号に基づき、

「船員となろうとす

る者に対する教育」

（新人船員養成）及

び「船員に対する教

育」（実務教育）を

実施する。 

また、機構法第 11

条第 2 項に基づき、

「国際航海船舶及び

国際港湾施設の保安

の確保等に関する法

律」（平成 16 年法律

第 31 号）第 8 条第 2

項の規定による同条

第 1 項の講習の実施

に関する業務を行

う。 

海技教育の実施に

当たっては、国際条

約に的確に対応する

とともに、船員教育

機関及び海運業界と

連携してのニーズの

一層の精査や、これ

ら関係者を交えて検

討する国の施策に沿

って、必要とされる

教育を効果的・効率

的に行えるよう、教

育体制を見直し、海

技教育全般の質の向

上を図る。 

  海技教育の実施の評定：A 

 

【細分化した項目の評定の算術平

均】 

（A4 点×2項目×2＋A4 点×1項目＋

＋B3 点×5 項目）÷（8 項目＋2 項

目）＝3.5 

したがって、算術平均に最も近い評

定は「A」評定である。 

 

※算定にあたっては評定毎の点数

を、S：5 点、A：4 点、B：3 点、C：

2 点、D：1 点とし、重要度の高い項

目については加重を 2 倍としてい

る。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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（1）新人船員養成 

 

① 内航船員養成 

(a)養成定員と養成課

程 

内航船員養成事業

においては、四級海

技士から六級海技士

までの新人船員の養

成を行うものとし、

とりわけ、内航船員

の主な供給を担って

いる四級海技士養成

課程については、期

首の定員を 400 名と

する。 

内航新人船員の養

成定員及び課程につ

いては、社会情勢の

変化に応じて、船員

教育機関及び海運業

界等の関係者による

検討結果等を踏ま

え、期間中、拡大に

向けて定員を見直す

ものとする。 

 

① 新人船員養成 

 

ア 内航船員養成 

a)養成定員と養成課

程 

海上技術学校（以

下「海技学校」とい

う。）及び海上技術

短期大学校（以下

「海技短大」とい

う。）の新人船員養

成については、期首

の定員を 400 名とす

る。 

 

 

なお、内航新人船

員の養成定員及び課

程については、社会

情勢の変化に応じ

て、船員教育機関及

び海運業界等の関係

者による検討結果を

踏まえ、期間中に見

直す。 

 

ⅰ）四級海技士養成

課程（海技学校及び

海技短大）における

海事関連企業への就

職率は、期間中の各

年度とも 95％以上と

する。 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）四級海技士養成

課程（海技学校及び

海技短大）における

海技士国家試験の合

格率は、個々の学力

に応じたきめ細やか

な指導により、期間

中の各年度とも航海

または機関のいずれ

かに 95％以上合格す

ることを目指す。ま

た、期間中における

航海・機関の両方の

合格率は、期間中の

各年度とも海技学校

は 85％以上、海技短

 

① 新人船員養成 

 

ア 内航船員養成 

a)養成定員と養成課

程 

海上技術学校（以

下「海技学校」とい

う。）及び海上技術

短期大学校（以下

「海技短大」とい

う。）の新人船員養

成については、本年

度の定員を 405 名と

する。 

 

 

 なお、内航新人船

員の養成定員及び課

程については、社会

情勢の変化に応じ

て、船員教育機関及

び海運業界等の関係

者による検討結果を

踏まえ見直す。 

 

 

ⅰ）四級海技士養成

課程（海技学校及び

海技短大）における

海事関連企業への就

職率は、95％以上と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）四級海技士養成

課程（海技学校及び

海技短大）における

海技士国家試験の合

格率は、個々の学力

に応じたきめ細やか

な指導により、航海

または機関のいずれ

かに 95％以上合格す

ることを目指す。ま

た、航海・機関の両

方の合格率は、海技

学校は 85％以上、海

技短大は 95％以上

（航海専科において

は、航海のみ）とす

＜評価の視点＞ 

 

 

・養成定員及び養成

課程の見直しを検討

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・四級海技士養成課

程（海技学校及び海

技短大）における海

事関連企業への就職

率は、期間中の各年

度とも 95％以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

・四級海技士養成課

程（海技学校及び海

技短大）における海

技士国家試験の合格

率については、期間

中の各年度とも航海

または機関のいずれ

かに 95％以上合格す

ることを目指す。 

・期間中における航

海・機関の両方の合

格率は、期間中の各

年度とも海技学校は

85％以上、海技短大

は 95％以上とする。 

＜主要な業務実績＞ 

① 新人船員養成 

 

ア 内航船員養成 

a）養成定員と養成課程 

・船員求人数、国の船員政策の動向及び入学

の応募倍率の変化等を見極めつつ、唐津海技

学校の海技短大への移行を機に、定員を5名増

やし、新人船員養成数を400名から 405名とし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

・両用教育から専科教育への養成課程見直し

について、引き続き検討した。 

 

【添付資料 1 養成定員等の推移】 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）海事関連企業への就職率 

・運輸局と連携し、練習船乗船中の生徒・学

生を海技者セミナーに参加させるなどの就職

指導を行い、海事関連企業への就職率は、95%

以上の高実績を維持した。 

 

［指標実績］ 

・年度別海事関連企業への就職率 

○海技学校： 96.1% 

○海技短大： 100.0% 

 

【添付資料 2 海事関連企業等への就職率】 

 

ⅱ）海技士国家試験の合格率 

［指標実績］ 

・航海または機関のいずれかの合格率： 

○海技学校： 100.0% 

○海技短大： 100.0% 

 

・航海・機関の両方の合格率： 

○海技学校： 88.1% 

○海技短大： 91.9% 

 

・航海のみの合格率： 

○海技短大航海専科： 100.0% 

 

・合格率向上のため、以下の取組を行った。 

○練習船問題集の早期配布及び活用 

○Google form を活用して回答させる課題形式

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・重要度及び困難度ともに高い指標

を掲げる本項目について、海技短大

において海技士国家試験の合格率が

定量的指標を達成することができな

かったものの、唐津海技短大を開校

することで内航船員養成定員数を

405 名に拡大したこと、他の項目で

は目標への達成度が 100.0%を超えて

いること、特に、海技士国家試験合

格率向上のため、海技学校で新たに

WEB チャレンジ課題を作成した結

果、今中期期間中はじめて航海また

は機関いずれかの合格率が 100.0%に

達したこと、などを総合的に鑑み

て、自己評価を A評定とした。 

 

・唐津海技短大を開校することによ

り、内航船員養成定員数を 405 名と

した。これは、独法移行後最大数と

なり、わが国の船員養成に大きく寄

与することとなった。 

 

 

 

 

・適切な就職指導を継続し、高い就

職率を維持して、年度計画（指標）

を達成した。 

・ 海 技 学 校 ： 96.1% （ 達 成 度

/101.2%） 

・ 海 技 短 大 ： 100.0% （ 達 成 度

/105.3%） 

 

 

 

  

 

 

・海技学校乗船実習科生に対し、転

船期間及び下船後における在宅時に

WEB を活用した口述試験対策を実施

し、成績不良者へは各学校と JMETS

本部が連携してフォローアップを行

うとともに、海技学校では全校統一

実力試験及び Google form を活用し

て回答させる課題形式の取組である

WEB チャレンジ課題を実施し、総括

を各学校と情報共有することによ

り、個々の理解度確認及び実力アッ

プを図り、年度計画（指標）を達成

した。また、海技学校においては今

中期期間中はじめて航海・機関いず

れかの合格率 100.0％を達成した。 

・海技短大の航海・機関の両方の合

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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大は 95％以上とす

る。 

 

る。 の取組であるWEBチャレンジ課題の実施（海技

学校第 1・2学年対象） 

○全校統一実力試験の実施（海技学校第3学年

及び海技短大第 1学年対象） 

○WEB 口述対策の実施（海技学校乗船実習科生

対象） 

○海技士国家試験合格に関する啓蒙ポスター

の作成及び練習船での掲示 

  

【添付資料 3 海技士国家試験の合格実績】 

 

格率は 91.9%となり、評価指標を下

回った。これに対するフォローアッ

プとしてアンケート・ヒアリングを

実施した。分析結果から、以下の原

因が明らかとなった。 

・勉強不足・学力不足・理解不足 

・航海・機関両方合格への意識不足 

 

令和 7 年度の合格率向上に向けて以

下の改善策を検討した。 

・学生の理解度に応じた課題の実施 

・募集活動の強化をすることで、応

募者数を増やし、入学者の学力底上 

・意識調査を追加実施し、航海・機

関両方の合格の重要性を再認識させ

る 

 

・航海または機関のいずれかの合格

率： 

海 技 学 校 ： 100.0% （ 達 成 度

/105.3%) 

海 技 短 大 ： 100.0% （ 達 成 度

/105.3%) 

・航海・機関の両方の合格率： 

海技学校：88.1%（達成度/103.6%) 

海技短大：91.9%（達成度/96.7%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)課程の再編 

海上技術学校（以

下「海技学校」とい

う。）及び海上技術短

期大学校（以下「海

技短大」という。）で

行っている四級海技

士養成課程について

は、「船員養成の改革

に関する検討会」の

結果や業界ニーズを

踏まえ、海技短大へ

の重点化や一部航

海・機関の両用教育

を残すことを含め、

両用教育から航海・

機関それぞれの専科

教育等へ段階的に移

行を進める。 

 

b)課程の再編 

海技学校及び海技

短大で行っている四

級海技士養成課程に

ついては、「船員養

成の改革に関する検

討会」の結果や業界

ニーズを踏まえ、海

技短大への重点化や

一部航海・機関の両

用教育を残すことに

ついて検討をしなが

ら、両用教育から航

海・機関それぞれの

専科教育へ段階的に

移行を進める。ま

た、専科教育や海技

短大への移行といっ

た施策の効果をより

高めていくため、一

部の学校で特色のあ

る教育内容に特化す

るなど、新たな工夫

を検討し、内航業界

や地元関係者等に理

解が得られるよう努

める。 

 

 

b）課程の再編 

海技学校及び海技

短大で行っている四

級海技士養成課程に

ついては、「船員養

成の改革に関する検

討会」の結果や業界

ニーズを踏まえ、海

技短大への重点化や

一部航海・機関の両

用教育を残すことに

ついて検討をしなが

ら、両用教育から航

海・機関それぞれの

専科教育へ段階的に

移行を進める。ま

た、専科教育や海技

短大への移行といっ

た施策の効果をより

高めていくため、一

部の学校で特色のあ

る教育内容に特化す

るなど、新たな工夫

を検討し、内航業界

や地元関係者等に理

解が得られるよう努

める。 

 

＜評価の視点＞ 

 

・四級海技士養成課

程について、海技短

大への重点化や一部

航海・機関の両用教

育を残すことを含

め、両用教育から航

海・機関それぞれの

専科教育等へ段階的

に移行を進めている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

b）課程の再編 

・四級海技士養成課程の再編について、下記

の取組を行った。 

○令和 6年 4月に唐津海技学校を海技短大とし

て開校し、航海専科を開講した。 

○各学校の再編について、次期中期計画に向

けた学校のあり方について、養成定員を維持

しつつ、いかに効果的な教育を提供できるか

について、引き続き検討した。 

○海技短大の学生を対象に学校のどこに魅力

を感じ、進路を決定したのか、生活環境と学

習環境の側面からアンケート調査を実施し、

航海専科校では高度教育に魅力を感じている

ことを確認した。 

○日本内航海運組合総連合会等の関連団体と

の意見交換会を通じて業界ニーズを把握し、

学校に係る教育制度改革の検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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ⅰ）各学校の再編に

ついては、業界のニ

ーズや学生の応募状

況等を適切に見極

め、船員養成の適正

な規模を確保・維持

するべく不断の見直

しを図る。 

 

ⅱ）令和 3 年 4 月に

航海科専門校となる

小樽海技短大におい

て養成定員を10名増

やした上で新たに開

校する。 

 

各学校の再編につ

いては、業界のニー

ズや学生の応募状況

等を適切に見極め、

船員養成の適正な規

模を確保・維持する

べく見直しを行う。 

 

 

令和 6 年 4 月に航

海科専門校として養

成定員を 5 名増やし

た上で、唐津海技短

大を新たに開校す

る。 

 

・学校再編に向けた

検討事項の洗い出し

等、検討を行ってい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）各学校の再編 

・海技短大専修科の学生に対し、入学時及び

入学6ヶ月後に航海・機関の志望状況について

アンケート調査を実施し、学生のニーズ把握

や入学後の志向変化についての調査を行っ

た。 

 

 

 

ⅱ）唐津海技短大の開校 

・令和 6年 4月に航海科専門校として養成定員

を 5 名増やした上で、唐津海技短大を新たに

開校した。 

 

  

(c)海運業界のニーズ

を踏まえた教育内容

の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育内容の高度化に取

組む。併せて、海運

業界が強く求める船

員に不可欠とされる

安全意識の向上や資

質の涵養に資する教

育訓練、練習船の多

科・多人数配乗の解

消のため、陸上での

代替訓練を取り入れ

た教育訓練及び訓練

環境の充実を図る。 

 

 

また、前中期目標

期間から取り組んで

いる座学教育と航海

訓練の一体的実施に

ついて、実施効果を

検証し更に推進す

る。 

 

c）海運業界のニー

ズを踏まえた教育内

容の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育内容の高度化に取

り組む。併せて、海

運業界が強く求める

船員に不可欠とされ

る安全意識の向上や

資質の涵養に資する

教育訓練、練習船の

多科・多人数配乗の

解消のため、陸上で

の代替訓練を取り入

れた教育訓練及び訓

練環境の充実を図る

ため、次の取組を行

う。 

また、前中期目標

期間から取り組んで

いる座学教育と航海

訓練の一体的実施に

ついて、実施効果を

検証し更に推進す

る。 

 

ⅰ）国際条約改正や

近年における技術革

新への対応として、

知識・技能に優れた

船員を養成するべく

四級海技士養成にお

いて ECDIS 登録講

習、BRM・ERM の各訓

練の導入を検討す

る。 

 

 

 

c）海運業界のニー

ズを踏まえた教育内

容の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育内容の高度化に取

り組む。併せて、海

運業界が強く求める

船員に不可欠とされ

る安全意識の向上や

資質の涵養に資する

教育訓練、練習船の

多科・多人数配乗の

解消のため、陸上で

の代替訓練を取り入

れた教育訓練及び訓

練環境の充実を図る

ため、次の取組を行

う。 

また、前中期目標

期間から取り組んで

いる座学教育と航海

訓練の一体的実施に

ついて、実施効果を

検証し更に推進す

る。 

 

ⅰ）国際条約改正や

近年における技術革

新への対応として、

知識・技能に優れた

船員を養成するべく

小樽海技短大及び唐

津海技短大の四級海

技士養成において、

必要な見直しを反映

した ECDIS 登録講

習、BRM 訓練を実施

する。また、ERM 訓

＜評価の視点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・四級海技士養成に

おいて必要な見直し

を反映した ECDIS 登

録講習と BRM 訓練を

実施しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

c）海運業界のニーズを踏まえた教育内容の高

度化等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）国際条約改正や近年における技術革新へ

の対応 

・四級海技士養成課程において、以下のとお

り ECDIS 登録講習及び BRM 訓練を実施した。 

○航海専科校の演習科目見直し学習指導要領

を改正した。 

○教員の授業力向上のため、海技学校及び海

技短大の航海科教員を対象に、教育課職員

（海技大学校教員）が講師となり、教員技術

研修として ECDIS・レーダ ARPA シミュレータ

研修を JMETS 本部教育課が実施した。 

○ECDIS の教育手法に関する意見交換会を実施

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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ⅱ）練習船機関科実

習の一部を陸上施設

で行えるよう、海技

大学校に陸上工作技

能訓練センターを整

備する。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）感染症対策とし

て、授業・実習時に

おける適正人数の検

証を行うとともに、

ICT を活用した遠隔

教育を強化するため

遠隔授業等について

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）関係団体等の協

力を得て、海運業界

の社会的な意義や役

割、業務形態の理解

を促進する。また、

感染症対策として、

WEB による会社説明

会や面接の実施に努

める。 

 

ⅴ）座学教育と航海

訓練に係る一貫性あ

るカリキュラムの着

実な実施、知識・技

能の定着を目的とし

た適切なフォローア

ップにより教育効果

を高める。 

練の導入に向けた準

備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）練習船機関科実

習の一部を陸上施設

で行えるよう、令和

5 年度に海技大学校

において機関訓練セ

ンターとして一部運

用を開始した陸上工

作技能訓練センター

に、機関室シミュレ

ータ等を整備する。 

 

 

 

ⅲ）ICT を活用した

遠隔教育の強化を図

るため、遠隔授業等

について検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）関係団体等の協

力を得て、海運業界

の社会的な意義や役

割、業務形態の理解

を促進する。 

 

 

 

 

 

ⅴ）座学教育と航海

訓練に係る一貫性あ

るカリキュラムの着

実な実施、知識・技

能の定着を目的とし

た適切なフォローア

ップにより教育効果

を高める。 

 

 

 

 

 

・ERM の各訓練導入

に向けた準備を行っ

ているか。 

 

 

・機関訓練センター

の整備を進めている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ICT を活用した遠

隔教育を強化するた

め遠隔授業等につい

て検証を実施してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海運業界の社会的

な意義や役割、業務

形態の理解を促進し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

・一貫性あるカリキ

ュラムの定着とフォ

ローアップにより教

育効果を高めている

か。 

 

 

 

した。 

○大型練習船において、実機及び訓練キット

を使用し、ECDIS 取扱訓練を実施した。 

・機関専科校の開校を見据え、次に示す準備

を進めた。 

◯ERM 演習のシミュレータ機器を導入するため

の準備を行った。 

◯教育手法を学ぶため、3 名の教員が海技大学

校運航実務コース「ERM」を受講した。 

 

ⅱ）陸上工作技能訓練センターの整備 

・令和 6年 3月 1日に設置した機関訓練センタ

ーについて、以下の項目を実施した。 

○建屋の内装工事を完成させた。 

○機関室シミュレータ（ERS）や配電盤負荷装

置（高電圧、低電圧）等の必要な教材を設置

した。 

○履歴代替訓練のカリキュラムを策定した。 

○履歴代替訓練実施に必要な規定改正につい

て取りまとめた。 

○履歴代替訓練を提供する学校及び実施時期

を検討し、利害関係者への説明を行った。 

 

ⅲ）ICT を活用した遠隔教育の強化 

・遠隔授業を改善するため、以下の取組を行

った。 

○令和5年度に実施した遠隔授業アンケートの

調査結果に基づき、映像面を改善させるた

め、遠隔授業を行う教室（口之津校本館合併

教室）に新たなプロジェクターを設置した。 

○情報用 PC（科目「情報技術」等の授業にお

いて使用する PC）を遠隔授業に活用するた

め、各学校情報用 PC が使用しているインター

ネット回線を調査した。 

○通信環境の整備に関して、校内無線LAN整備

に関する仕様書作成に向けた準備を開始し

た。 

 

ⅳ）海運業界の社会的な意義や役割、業務形

態の理解の促進 

・教員及び生徒・学生の理解を促進するため

に、海事関係団体の意見交換会 28 件に参加す

るとともに、内航海運の現況等を内容とする

講演会 12件に参加した。 

・海技者セミナー7 件に、各学校や練習船乗船

中の生徒・学生延べ 670 名を参加させた。 

 

 

ⅴ）一貫性あるカリキュラムの定着とフォロ

ーアップ 

・座学教育と航海訓練に係る一貫性あるカリ

キュラムの着実な実施に向け、学生の乗船時

及び下船時に練習船教官、学校教員及び本部

職員による意見交換会を実施し、以下の取組

を行った。 

○座学教育の進捗状況と航海訓練の概要を相
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ⅵ）船内供食・栄養

管理に関する教育の

必要性について検証

し、今後の調理教育

及び受託研修の是非

について検討する。 

 

 

 

 

 

 

ⅵ）船内供食・栄養

管理に関する教育の

必要性についての検

証結果及び調理教

育・受託研修の検討

結果を受けて決定し

た今後のあり方を踏

まえ、調理教育・受

託研修について関係

者と調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

・船内供食・栄養管

理に関する教育の必

要性についての検証

結果及び調理教育・

受託研修の今後のあ

り方を踏まえ、関係

者と調整したか。 

互共有し、一貫性あるカリキュラムの着実な

実施、知識・技能の定着を目的としたフォロ

ーアップを行った。 

○乗船時及び下船時に各学校とのWEB会議を実

施した。 

 

ⅵ）船内供食・栄養管理に関する教育の必要

性と今後のあり方 

・関係各所との調整の結果、受託調理研修を 2

回開催した。 
・関係者との調整の結果、令和7年度から受託

調理研修を代替施設（民営ホテルの調理実習

室を利用）で実施することを決定した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d)航海訓練 

 

航海訓練において

は、航海訓練環境の

改善を行い、海技学

校の短大化等の改革

に対応した配乗計画

を策定する。 

また、国際条約の改

正等に的確に対応

し、船員教育機関及

び海運業界と連携し

て、船舶運航に関す

る基礎知識と実践的

な技能を習得させ

る。さらに、海技資

格に必要な講習の実

施について、国内法

の改正動向に合わ

せ、関係機関と協力

して実施する。 

 

d)航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

航海訓練につい

て、STCW 条約に即し

た訓練を展開すると

ともに、船舶運航に

関する基礎知識と実

践的な技能を確実に

習得させるため、船

社等を対象とした視

察会で得られた業界

ニーズを踏まえ、期

間中に訓練内容、手

法の必要な見直しを

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d）航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

航海訓練につい

て、STCW 条約に即し

た訓練を展開すると

ともに、船舶運航に

関する基礎知識と実

践的な技能を確実に

習得させるため、船

社等を対象とした視

察会で得られた業界

ニーズを踏まえ、訓

練内容・手法の必要

な見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・国際条約の改正等

に対応し、船舶運航

に関する基礎知識と

実践的な技能を習得

させているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業界ニーズを踏ま

え、訓練内容・手法

の必要な見直しをし

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

d）航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

・大型練習船において、条約に則した訓練を

実施するとともに、訓練内容の見直しを図っ

た。特にECDIS取扱訓練に関しては、日本丸、

海王丸、銀河丸、青雲丸に続き、大成丸に最

新のECDISトレーニングキットを導入し、実践

的な技能実習を実施した。 

○ECDIS 取扱訓練 

○BRM 実習 

○ERM 実習 

○リーダーシップ 

○模擬操練 等 

 

・以下の取組を通じて、業界ニーズの把握

と、ECDIS のみを搭載する船舶が増加している

ことから、ECDIS 取扱実習時間を増やす等、そ

れを踏まえた訓練内容・手法の見直しを行っ

た。 

◯WEB 上での動画公開方式で練習船視察会を開

催し、日本船主協会及び日本内航海運組合総

連合会に依頼し、特定の船社へ絞り込みを行

わず広く周知いただくことで、多くの船社に

対して練習船実習の様子を公開した。 

◯リモート形式で船社、機構との間で練習船

の訓練状況について意見交換を行った。意見

交換会の結果を各練習船に共有し、QMS マネジ

メントレビュー航海訓練部会のインプット情

報とした。結果は、練習船の教育訓練目標と

して、「安全意識の向上に係る訓練の充実・強

化」が盛り込まれた。 

 

・海洋共育センター、尾道海技学院、JML 日本

海洋資格センター、日本内航海運組合総連合

会と民間六級実習に係る連絡会議を行い、練

習船における多科過密配乗をできるだけ避け

た最適な民間六級実習時期の検討と、民間六

級社船実習拡大に向けた養成告示の一部改正

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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ⅱ）社船実習制度へ

の参入及び実施が円

滑に行われるよう、

参加船社に対して必

要な支援と協力を行

う。 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）海技資格に必要

な講習の練習船にお

ける実施について、

国内法の改正動向に

合わせ、関係機関と

協力してカリキュラ

ムの見直し及び講習

プログラムの策定・

見直しを実施する。 

 

 

ⅱ）社船実習制度へ

の参入及び実施が円

滑に行われるよう、

参加船社に対して必

要な支援と協力を行

う。 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）海技資格に必要

な講習の練習船にお

ける実施について、

国内法の改正動向に

合わせ、関係機関と

協力してカリキュラ

ムの見直し及び講習

プログラムの策定・

見直しを実施する。 

 

 

 

 

・社船実習制度への

参入及び実施が円滑

に行われるよう、参

加船社に対して必要

な支援と協力を行っ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

・海技資格に必要な

講習の練習船での実

施について、国内法

の改正動向に合わ

せ、関係機関と協力

してカリキュラムの

見直し及び講習プロ

グラムの策定・見直

しを実施している

か。 

 

に関する意見交換等を実施した。 

 

ⅱ）社船実習制度への支援と協力 

・社船実習制度への参入及び実施が円滑に行

われるよう、支援と協力をするために、内航

（三級及び四級）船社に対して実施される社

船実習連絡協議会へ参加するとともに、内航

船社5社 8名に対して講師講習を実施し、下記

について説明を行った。 

◯実習訓練カリキュラム、実習計画立案方法 

◯成績評価、訓練記録簿の取扱い 

◯社船実習の安全対策 

◯実習及び生活指導方法など 

 

ⅲ）国内法の改正動向に合わせたカリキュラ

ム及び講習プログラムの策定・見直し 

・国内法の改正事例はなかったが、IMO におけ

る STCW 条約の包括的見直しにおいて、航海士

の天文航法に関する能力要件の見直し等が検

討されていることについて注視・情報収集し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外航船員養成 

(a)養成定員と養成課

程 

外航船員養成事業

においては、三級海

技士の新人船員の養

成を行うものとす

る。また、三級海技

士養成定員及び養成

課程については、「船

員養成の改革に関す

る検討会」の結果や

業界ニーズを踏まえ

入学対象要件を見直

し、更に幅広いリソ

ースから人材確保が

可能となる課程の拡

充について検討を行

う。 

 

 

イ 外航船員養成 

a)養成定員と養成課

程 

外航船員養成事業

においては、三級海

技士の新人船員の養

成を行うものとす

る。 

更に幅広いリソー

スから人材確保が可

能となる課程の拡充

について準備を行

い、期間中に開講す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）三級海技士養成

課程（海上技術コー

ス）における海事関

連企業への就職率

 

イ 外航船員養成 

a)養成定員と養成課

程 

外航船員養成事業

においては、三級海

技士の新人船員の養

成を行うものとす

る。 

更に幅広いリソー

スから人材確保が可

能となるよう拡充し

た課程の令和 7 年度

開始に向け、募集活

動等の必要な準備を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）三級海技士養成

課程（海上技術コー

ス）における海事関

連企業への就職率

＜評価の視点＞ 

 

 

 

・人材確保が可能と

なるよう拡充された

課程について、開始

に向け必要な準備を

実施しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・三級海技士養成課

程（海上技術コー

ス）における海事関

連企業への就職率

＜主要な業務実績＞ 

イ 外航船員養成 

a）養成定員と養成課程 

 

・令和 7年 4月より、海技大学校に一般大学・

短大等の卒業者を入学対象とする海上技術コ

ース（専攻）を開設し、三級海技士養成課程

を拡充するため、以下の取組を実施した。 

○令和 6年 4月より令和7年度入学者の募集を

開始し、定員 10名のところ 22名の応募があっ

た。 

〇募集にあたっては学生の授業料負担軽減の

観点から、海技教育財団奨学金制度に、新た

に拡充した海上技術コース（専攻）の学生も

対象として加えていただいた。 

○令和 6 年 6 月 28 日に入学試験を実施し、令

和 7年度入学予定者（10名）が確定した。 

○学習サポートプログラム（養成課程の学習

をどのようにしていくかということと同時

に、上級海技試験、英語検定及び無線資格等

将来有益な資格取得を支援）及び人材育成プ

ログラム（面接対応等も含め、社会人として

求められる立ち居振る舞いを身につけさせ

る）について検討し、上級海技試験筆記試験

等への支援、オンデマンド教材の受講を促す

ことで、知識の定着を図った。 

 

ⅰ）海事関連企業への就職率 

・海事関連企業への就職率を向上させるため

に以下の取組を実施した。 

○入学オリエンテーションにおいて就職まで

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・重要度及び困難度共に高い指標を

掲げる本項目について、海技大学校

における三級養成課程を拡充する準

備を進めた。また、海事関連企業へ

の就職率及び海技士国家試験の合格

率定量的指標を達成したことから、

自己評価を A評定とした。 

 

・令和 7 年度より海技大学校の海上

技術コース（専攻）に一般大学・短

大等の卒業生を受け入れることで、

三級養成課程を拡充するための準備

を進めた。積極的な広報活動を実施

した結果、想定を大幅に上回る応募

があり、入学試験の結果 10 名の入学

が決定した。 

 

・昨年度目標を達成できなかったこ

とへの反省を活かし、個別面談や進

路相談を実施すること、インターン

シップや企業説明資料等、学生への

情報共有を行うこと等を通じ、海事

関連企業への就職率は 100.0% 

（達成度/105.3%）を達成した。 

 

 

 

 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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は、期間中の各年度

とも 95％以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）三級海技士養成

課程（海上技術コー

ス）における海技士

国家試験の合格率

は、個々の学力に応

じたきめ細やかな指

導により、期間中の

各年度とも 95％以上

とする。 

 

は、95％以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）三級海技士養成

課程（海上技術コー

ス）における海技士

国家試験の合格率

は、個々の学力に応

じたきめ細やかな指

導により、95％以上

とする。 

は、期間中の各年度

とも 95％以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・三級海技士養成課

程（海上技術コー

ス）における海技士

国家試験の合格率

は、期間中の各年度

とも 95％以上とす

る。 

 

の流れについて説明し、一年次からの就職準

備を促した。 

○個人面談、メール及び電話を活用した進路

相談を実施した。 

○定期的に進路希望調査を実施した。 

○公益財団法人日本船員雇用促進センター

（SECOJ）が主催する合同面談会に 1 年生を参

加させ、外航海運業界の現況について学ばせ

た。 

○学生の要望に応じた模擬面接を定期的に実

施した。 

○外航・内航海運会社に来校いただき、説明

会及び質疑応答会を実施した。 

 

・就職希望者全員の就職が決定し、海事関連

企業への就職率は、次のとおりの実績を得

た。 

 

［指標実績］ 

・海技大学校海上技術コース： 100.0% 

 

【添付資料 2 海事関連企業等への就職率】 

 

ⅱ）海技士国家試験の合格率 

・海技士国家試験合格率を向上させるために

以下の取組を実施した。 

○卒業生から収集した最新の国家試験の内容

と過去のデータをまとめ、早い時期から学生

に配布することで、試験合格に対する意識付

けを行った。 

○各科目担当教員による国家試験対策の講義

を実施した。 

 

・海技士国家試験の合格率は、次のとおりの

実績を得た。 

 

［指標実績］ 

○海技大学校海上技術コース： 97.9% 

 

【添付資料 3 海技士国家試験の合格実績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・早い段階で最新の国家試験の内容

及び過去データをまとめて配布する

等、学生へ国家試験合格に対する意

識付けを行うことで、海技士国家試

験 の 合 格 率 は 97.9% （ 達 成 度

/103.1%）を達成した。 

  

 

  

(b)海運業界のニーズ

を踏まえた教育内容

の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育内容の高度化に取

り組む。併せて、海

運業界が強く求める

船員に不可欠とされ

る安全意識の向上、

資質の涵養、機器運

転操作や整備の反復

を取り入れた教育訓

練及び訓練環境の充

 

b)海運業界のニーズ

を踏まえた教育内容

の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育の高度化に取り組

む。併せて、海運業

界が強く求める船員

に不可欠とされる安

全意識の向上、資質

の涵養、機器運転操

作や整備の反復を取

り入れた教育訓練及

び訓練環境の充実を

 

b）海運業界のニー

ズを踏まえた教育内

容の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育の高度化に取り組

む。併せて、海運業

界が強く求める船員

に不可欠とされる安

全意識の向上、資質

の涵養、機器運転操

作や整備の反復を取

り入れた教育訓練及

び訓練環境の充実を

＜評価の視点＞ 

 

 

 

・国際条約改正や技

術革新に対応した教

育の高度化に取り組

んでいるか。 

 

 

 

・安全意識の向上、

資質の涵養、機器運

転操作や整備の反復

を取り入れた教育訓

＜主要な業務実績＞ 

b）海運業界のニーズを踏まえた教育内容の高

度化等 

 

・海運業界のニーズを踏まえた教育内容の高

度化に向けて以下の取組を実施した。 

【国際条約改正や技術革新への対応】 

◯練習船において、従前は3社に協力をいただ

いていた外航船社特別講義を、5 社に協力いた

だき実施した。（テーマ：安全・環境・デジタ

ル・船務一般・貨物輸送） 

【安全意識の向上等】 

○海技大学校において、フルハーネス型墜落

制止用器具及びボースンチェア（吊り足場）

等を活用した高所作業の安全対策に関する実

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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実を図る。 図るため、次の取組

を行う。 

 

 

 

ⅰ）感染症対策とし

て、授業・実習時に

おける適正人数の検

証を行うとともに、

ICT を活用した遠隔

教育を強化するた

め、遠隔授業等につ

いて取り組む。 

 

図る。また、ICT を

活用した遠隔授業の

実施等、遠隔教育の

強化に取り組む。 

練及び訓練環境の充

実を図っているか。 

 

 

 

・遠隔教育の強化に

取り組んでいるか。 

 

習を行った。 

 

 

 

 

【遠隔教育の強化】 

○海技大学校では、学習に効果的な遠隔授業

の実施方法について、引き続き研究テーマと

して取り組んでおり学習効果を確認中。 

〇外航船社特別講義について、各船社が直接

練習船に訪船できない場合等、遠隔教育手法

を採用し、実施している。 

 

  

(c)航海訓練 

 

学生の練習船への

配乗に際し、その中

立・公平性を確保し

つつ、養成目的及び

関係法令の要件に基

づき効果的・効率的

に航海訓練を実施す

る。 

航海訓練において

は、航海訓練環境の

改善を推進する検討

を行い、配乗計画を

策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、国際条約の

改正等に的確に対応

し、関係機関と連携

して、船舶運航に関

する基礎知識と実践

的な技能を確実に習

 

c)航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

航海訓練につい

て、STCW 条約に即し

た訓練を展開すると

ともに、船舶運航に

関する基礎知識と実

践的な技能を確実に

習得させるため、船

社等を対象とした視

察会で得られた業界

ニーズを踏まえ、期

間中に訓練内容、手

法の必要な見直しを

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）社船実習制度へ

の参入及び実施が円

滑に行われるよう、

参加船社に対して必

要な支援と協力を行

う。 

 

ⅲ）海技資格に必要

な講習の練習船にお

ける実施について、

国内法の改正動向に

合わせ、関係機関と

協力してカリキュラ

 

c）航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

航海訓練につい

て、STCW 条約に即し

た訓練を展開すると

ともに、船舶運航に

関する基礎知識と実

践的な技能を確実に

習得させるため、船

社等を対象とした視

察会で得られた業界

ニーズを踏まえ、訓

練内容・手法の必要

な見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）社船実習制度へ

の参入及び実施が円

滑に行われるよう、

参加船社に対して必

要な支援と協力を行

う。 

 

ⅲ）海技資格に必要

な講習の練習船にお

ける実施について、

国内法の改正動向に

合わせ、関係機関と

協力してカリキュラ

＜評価の視点＞ 

 

・養成目的及び関係

法令の要件に基づき

効果的・効率的に航

海訓練を実施してい

るか。 

 

・船舶運航に関する

基礎知識と実践的な

技能を確実に習得さ

せているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社船実習制度への

参入及び実施が円滑

に行われるよう、参

加船社に対して必要

な支援と協力を行っ

ているか。 

 

・海技資格に必要な

講習の練習船での実

施について、国内法

の改正動向に合わ

せ、関係機関と協力

してカリキュラムの

＜主要な業務実績＞ 

c）航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

 

・以下の取組を通じて、業界ニーズの把握

と、ECDIS のみを搭載する船舶が増加している

ことから、ECDIS 取扱実習時間を増やす等、そ

れを踏まえた訓練内容・手法の見直しを行っ

た。 

◯WEB 上での動画公開方式で練習船視察会を開

催し、日本船主協会及び日本内航海運組合総

連合会に依頼し、特定の船社へ絞り込みを行

わず広く周知いただくことで、多くの船社に

対して練習船実習の様子を公開した。 

◯リモート形式で船社、機構との間で練習船

の訓練状況について意見交換を行った。意見

交換会の結果を、各練習船に共有し、QMS マネ

ジメントレビュー航海訓練部会のインプット

情報とした。結果は、練習船の教育訓練目標

として、「安全意識の向上に係る訓練の充実・

強化」が盛り込まれた。（再掲） 

 

・航海訓練環境の改善を図り、業界ニーズを

踏まえた効果的・効率的な航海訓練を実施す

るため、商船系大学及び商船系高等専門学校

との協議を通じて策定した配乗計画により、

科別の人数を適切に調整し、カリキュラム進

度に応じた配乗を行った。 

 

ⅱ）社船実習制度への支援と協力 

・社船実習連絡協議会（外航三級）に参加

し、国土交通省、船員教育機関及び社船実習

実施船社等との意見交換及び訓練実施に関す

る情報共有、質問依頼事項に対応する等、必

要な支援と協力を行った。 

 

ⅲ）国内法の改正動向に合わせたカリキュラ

ム及び講習プログラムの策定・見直し 

・国内法の改正事例はなかった。IMO における

STCW 条約の包括的見直しにおいて、航海士の

天文航法に関する能力要件の見直し等が検討

されており、情報収集を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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得させる。さらに、

海技資格に必要な講

習の実施について、

国内法の改正動向に

合わせ、関係機関と

協力して実施する。 

 

ムの見直し及び講習

プログラムの策定・

見直しを実施する。 

ムの見直し及び講習

プログラムの策定・

見直しを実施する。 

 

見直し及び講習プロ

グラムの策定・見直

しを実施している

か。 

 

 

  

（２）実務教育 

海技免許を取得す

るために必要な講習

以外の講習等につい

て見直しを行い、業

界のニーズに適した

講習を実施できるよ

う合理化を図る。ま

た、業界のニーズを

取り入れながら既存

講習の改善を図ると

ともに、時代に合っ

た新たな要望に基づ

く講習の新規開講に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 実務教育 

ア 業界のニーズに

適した講習の実施 

講習等（海技士の

免許を取得するため

に必要な講習を除

く。）の実務教育に

ついて、講習受講者

に対するアンケート

で 80％以上の肯定的

な評価を得るととも

に、業界のニーズを

踏まえ、年度毎に講

習内容の見直しを行

う。 

 

 

 

イ 新たな要望に基

づく講習の実施 

技術革新に伴い、

国際条約により規定

される新たに必要と

なる技能習得のた

め、国の政策及び業

界のニーズを踏ま

え、期間中に講習課

程について設置・見

直しに取り組む。 

 

a）IGF 講習（基本訓

練・上級訓練）につ

いて業界ニーズに対

応すべく期間中に拡

充する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 実務教育 

ア 業界のニーズに

適した講習の実施 

講習等（海技士の

免許を取得するため

に必要な講習を除

く。）の実務教育に

ついて、講習受講者

に対するアンケート

の選択肢を見直した

上で、80％以上の肯

定的な評価を得ると

ともに、業界のニー

ズを踏まえ、ICT の

活用等を含めた講習

内容の見直しを行

う。 

 

イ 新たな要望に基

づく講習の実施 

技術革新に伴い、

国際条約により規定

される新たに必要と

なる技能習得のた

め、国の政策及び業

界のニーズを踏ま

え、講習課程につい

て設置・見直しに取

り組む。 

 

a）IGF 講習（基本訓

練・上級訓練）（IMO

における IGF コード

（INTERNATIONAL 

CODE OF SAFETY FOR 

SHIPS USING GASES 

OR OTHER LOW-FLASH 

POINT FUELS)にかか

る講習））について

業界ニーズに対応す

べく拡充に向けた

LNG 消火実習

（LIQUEFIED 

NATULAL GAS の消火

実習）の拡大等、講

習内容を充実させ

る。 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

・講習受講者に対す

るアンケートについ

て、選択肢を見直し

た上で 80%以上の肯

定的な評価を得る。 

 

＜評価の視点＞ 

・実務教育について

海運業界のニーズを

踏まえ、講習内容の

見直しを行っている

か。 

 

 

 

 

 

・業界のニーズに適

した講習を実施でき

るよう合理化・改善

を図っているか。 

 

・新たな要望に基づ

く講習の新規開講に

取り組んでいるか。 

 

 

 

 

・ IGF 講習につい

て、業界ニーズに対

応すべく、LNG 消火

実習の拡充等、講習

内容を充実させた

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

② 実務教育 

ア 業界のニーズに適した講習の実施 

・講習受講者に対するアンケートについて、

受講者 1,596 名のうちから 96.3%の肯定的な評

価が得られた。 

 

［指標実績］ 

・受講者アンケートの肯定的意見：96.3% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新たな要望に基づく講習の実施 

・令和 6年 4月に船舶職員及び小型船舶操縦者

法が改正されたことによる業界ニーズを受

け、海技大学校において新たに、特定操縦免

許講習救命講師研修を開講し、期間中 35 名の

講習生を受け入れた。 

・物流の 2024 年問題を鑑み、育児休業や陸上

勤務などから海上勤務（航海士）への復帰を

支援するための講習（航海士の基礎技能向上

に係る操船シミュレータ講習）を開講した。 

 

 

a）IGF 講習の拡充 

・新規燃料（LPG、エタノール及びメタノー

ル）に対応するよう、次のとおり講習内容を

見直した。 

◯IGF 講習について、新規燃料の講習内容追加

（LPG、エタノール及びメタノール）に合わ

せ、講習方法及びテキストの見直しを行っ

た。 

◯IGF 講習について、新規燃料を追加した内容

で実施する許可を海事局より取得し、令和6年

10 月以降からの講習に反映させた。 

 

・IGF 基本訓練を 2 回、IGF 上級訓練を 3 回、

IGF バンカリング訓練を 3 回、IGF 更新訓練を

3回実施した。 

 

・IGF 講習について以下の検討及び見直し作業

を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・定量的指標により年度計画を達成

し、以下のとおり定量的指標の高い

達成度や、業界ニーズを踏まえた新

たな講習を開始したこと等を総合的

に勘案し、自己評価を A評定とし

た。 

 

・実務教育において、講習受講者に

対してアンケートに中立的評価とし

ての選択肢を設けたものに見直した

上で、96.3%(達成度/120.4%)の肯定

的な評価を得た。これは、過去のア

ンケート結果より改善を続けた結

果、業界ニーズにより合致した講習

内容になっていると考えられる。 

 

 

・業界ニーズを受けて新たに 2 件の

講習を開講し、1 件の講習を次年度

開講する準備を整えた。また、IGF

講習において、1 件の講習内容の見

直し、令和 7 年 5 月に 1 件の講習を

開講する準備を整え、拡充を図っ

た。 

（内訳） 

・特定操縦免許講習救命講師研修開

講（1件） 

・物流の 2024 年問題への対応（1

件） 

・IGF 講習の拡充（2件） 

 ◯新規燃料に対応した講習への見

直し 

 ◯燃料補給相当講習の開講準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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水先人の養成につ

いては、引き続き安

定的な確保に努め、

その教育の実施に際

しては、これまでに

培ったノウハウを有

効活用し、受講者の

能力の検証・分析結

果を踏まえ、更なる

内容の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

b）高電圧装置を取

り扱う乗組員に対す

る講習（仮称）につ

いて期間中に開講す

る。 

 

 

 

 

 

ウ 水先人教育 

水先人を安定的に

確保するため、引き

続き関係者との連携

を図り、その教育を

的確に実施する。こ

れまでの実績、成果

を有効に活用し、受

講者の能力検証・分

析結果を踏まえ、座

学教育や操船シミュ

レータ実習の教育効

果の向上を図り、水

先人試験の合格率を

90％以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

b）高電圧装置を取

り扱う乗組員に対す

る講習（仮称）につ

いて開講に向けて必

要な準備を行う。 

 

 

 

 

 

ウ 水先人教育 

水先人を安定的に

確保するため、引き

続き関係者との連携

を図り、その教育を

的確に実施する。こ

れまでの実績・成果

を有効に活用し、受

講者の能力検証・分

析結果を踏まえ、座

学教育や操船シミュ

レータ実習の教育効

果の向上を図り、水

先人試験の合格率を

90％以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

・高電圧装置を取り

扱う乗組員に対する

講習（仮称）につい

て開講に向けて必要

な準備を行ったか。 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

水先人試験の合格率

を 90%以上とする。 

 

○消火実習拡大のための検討を実施し、外部

機関での実施に向けた検討を進めた。 

○日本人船員向けLNGバンカリングシミュレー

タ講習（燃料補給相当講習）を令和 7年 5月か

ら開始するため、実施内容及び事務規程案に

ついて海事局の確認を受けた。 

 

b）高電圧装置を取り扱う乗組員に対する講習

（仮称） 

・開講に向けて以下の準備を実施した。 

○配電盤メーカーが実施する高圧配電盤研修

を講習担当予定の教員に受講させることによ

り、講師の知識及び技術レベルを向上させ

た。 

○訓練のトライアルを実施し、参加者との意

見交換を行った。 

 

ウ 水先人教育 

・水先人試験の合格率を向上させるため、以

下の取組を実施した。 

○国家試験対策として、共通教育期間中に模

擬試験（筆記試験対策）を 2回実施した。 

○各養成課程において能力検証・分析を図る

ため、共通教育修了時や個別教育及び課程修

了時等の区切りにおいて、修了試験等による

能力判定を実施した。 

○操船シミュレータの訓練環境向上のため、

シナリオ改善 35 件、景観修正 3 件及び自船モ

デル作成 1件を実施した。 

 

・水先人試験の合格率について、以下の実績

を得た。 

［指標実績］ 

○海技大学校水先コース： 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高電圧装置を取り扱う乗組員に対

する講習（仮称）について、講師の

知識・技術レベルの向上、訓練トラ

イアルを実施する等、準備を進め

た。 

 

 

 

 

 

・水先人教育については、「業務実績

欄」に記す具体的取組の結果、年度

計 画 （ 指 標 ） に お い て 合 格 率

100.0%(達成度/111.1%)を達成した。 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－1 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―（2） 研究の実施 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人海技教育機構法 第 11 条 

当該項目の重要度、困難度 【困難度：高】 

・受託研究及び共同研究については、海技教育や練習船での訓練についての

研究テーマを扱う研究機関が少なく、研究委託者の開拓や委託者等との交渉

成立により実施できるものであるため。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 1 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間 

最終年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度   3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

研究 

（計画値） 

期間中 

40 件程度 

年間 

33 件程度 

 

8 件程度 

 

8 件程度 

 

8 件程度 

 

8 件程度 

  予算額（千円） 
320,555 327,651 312,473 341,996 

 

研究 

（実績値） 

   

8 件 

 

8 件 

 

8 件 

 

8 件 

  決算額（千円） 
359,566 341,729 325,331 500,267 

 

達成度   100.0% 100.0% 100.0% 100.0%   経常費用（千円） 360,361 339,138 328,470 385,175  
プロジェクト研究 

（計画値） 
期間中 

50 件程度 
－ 

 

10 件程度 

 

10 件程度 

 

10 件程度 

 

10 件程度 

  経常利益（千円） 
-39,376 -15,152 -49,296 40,405 

 

プロジェクト研究 

（実績値） 
 

 
 

19 件 

 

18 件 

 

17 件 

 

11 件 

  行政コスト（千円） 
360,361 339,138 328,470 385,175 

 

達成度   190.0% 180.0% 170.0% 110.0%   従事人員数 565 561 553 542  
受託及び共同研究 

（計画値） 
期間中 

60 件程度 

年間 

12 件程度 

 

12 件程度 

 

12 件程度 

 

12 件程度 

 

12 件程度 

   
    

 

受託及び共同研究 

（実績値） 
   

16 件 

 

16 件 

 

16 件 

 

13 件 

   
  

   

達成度   133.3% 133.3% 133.3% 108.3%         

          注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 2．研究の実施 

機構法第 11 条第 1

項第 2 号に基づき、

船舶の運航に関する

高度の学術及び技能

並びに航海訓練に関

する研究を行う。 

 

研究の実施に当た

っては、機構の目的

を踏まえて、海技教

育及び船舶運航に関

する研究を組織的に

行い、その結果を教

育・訓練の質の向上

に反映し、船舶運航

の安全に寄与するこ

と等により、安全な

海上輸送の確保に資

（2）研究の実施 

機構法第 11 条第 1

項第 2 号に基づき、

船舶の運航に関する

高度の学術及び技能

並びに航海訓練に関

する研究を実施す

る。 

研究の実施に当た

っては、研究管理委

員会を設け、国際条

約の改正等に対応し

た研究並びに学校に

おける座学教育、海

技大学校の施設及び

練習船による航海訓

練の連携を活かした

組織的な研究を行

い、その結果を教育

（2）研究の実施 

機構法第 11 条第 1

項第 2 号に基づき、

船舶の運航に関する

高度の学術及び技能

並びに航海訓練に関

する研究を実施す

る。 

研究の実施に当た

っては、研究管理委

員会を開催し、国際

条約の改正等に対応

した研究並びに学校

における座学教育、

海技大学校の施設及

び練習船による航海

訓練の連携を活かし

た組織的な研究を行

い、その結果を教育

＜評価の視点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究の実施の評定：A 

 

【細分化した項目の評定の算術平

均】 

（A4 点×1 項目＋B3 点×1 項目）÷

（2項目）＝3.5 

したがって、算術平均に最も近い評

定は「A」評定である。 

 

※算定にあたっては評定毎の点数

を、S：5 点、A：4 点、B：3 点、C：

2 点、D：1 点とし、重要度の高い項

目については加重を 2 倍としてい

る。 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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するよう努めること

とする。 

また、研究成果を

社会、船員教育機関

や海運業界等に還元

し活用するため、業

界のニーズを踏まえ

た研究活動を促進

し、海技教育及び船

舶運航の質の向上を

図り、研究成果の活

用と普及の観点から

評価できる仕組みを

令和３年度中に構築

する。 

機構は、政府が進

めるSociety5.0の実

現に向け、船員教育

機関及び他の公的研

究機関等と連携し、

自動運航船の実用化

を支えるための研究

や、海事局が進める

船のゼロエミッショ

ン化の実現を支える

ための検討を行う。 

 

に反映し、船員の能

力向上を図ること等

により、安全な海上

輸送の確保に資する

よう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、政府が進め

るSociety5.0の実現

に向け、自動運航船

の実用化を支えるた

め、船員教育機関及

び他の公的研究機関

等と連携し、様々な

生体データの取得・

解析ののち船員スキ

ルを定量化・基準化

するための「船員ス

キル定量化事業」に

関する研究や海事局

が進める船のゼロエ

ミッション化の実現

を支えるための検討

等を実施する。 

に反映し、船員の能

力向上を図ること等

により、安全な海上

輸送の確保に資する

よう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、政府が進め

るSociety5.0の実現

に向け、自動運航船

の実用化を支えるた

め、船員教育機関及

び他の公的研究機関

等と連携し、「船員

スキル定量化事業」

において、船員・遠

隔オペレータの技

能・訓練の要件化な

どの研究を実施する

とともに、海事局が

進める船のゼロエミ

ッション化の実現を

支えるための検討等

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自動運航船の実用

化を支えるため、船

員教育機関及び他の

公的研究機関等と連

携し、研究を実施し

ているか。 

・海事局が進める船

のゼロエミッション

化の実現を支えるた

めの検討等を実施し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自動運航船の実用化を支えるため、以下の

研究を実施した。 

○日本船舶技術研究協会からの委託により、

船員スキル定量化事業フェーズ2にかかる研究

を令和 5年度から継続して実施。 

 

・ゼロエミッション化を支えるため、以下の

調査を実施した。 

○（一財）海技振興センターからの委託によ

り、「水素・アンモニア燃料船に乗船する船員

の能力の検討に関する調査」を実施。 

 

・受託研究「IMO 国際共同対応支援基金事業発

展途上国におけるLNG燃料船乗組員のIMO教育

訓練支援事業に関する調査研究」において、

海事局と連携し、IMO の技術協力活動の一環と

して、発展途上国（フィリピン、インドネシ

ア及びベトナム）から船員教育機関の教官、

計 9 名を招聘し、LNG 燃料船の乗組員に対する

基本及び上級訓練の実施方法（座学、実技及

びシミュレータ訓練）について教授した。 

 

  

（1）研究活動の活

性化 

教育・訓練業務と

調和のとれた研究体

制への見直しを図

る。新たな研究体制

の下、海技教育や船

舶運航に関する国際

条約の動向や国内法

の整備状況、更には

業界のニーズを踏ま

えた研究計画に基づ

く研究やプロジェク

ト研究の方針等につ

いて検討し実施す

る。 

 

① 研究活動の活性

化 

研究能力の維持・

向上とともに、研究

活動及び研究内容の

高度化を図るため、

期間中に次の取組を

実施する。 

 

 

 

ア 研究を主たる業

務とする教員を選出

する等、教育訓練業

務との調和がとれた

研究体制を構築する

ことで、研究活動の

活性化と質の向上を

 

① 研究活動の活性

化 

研究能力の維持・

向上とともに、研究

活動及び研究内容の

高度化を図り、研究

計画に基づき次の取

組を実施する。 

 

 

 

ア 研究体制につい

て検証を行い、研究

活動の活性化と質の

向上を図るための見

直しを実施する。 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

・教育訓練業務との

調和がとれた研究体

制を構築している

か。 

 

 

 

 

 

・研究活動の活性化

と質の向上を図るた

めの見直しを実施し

ているか。 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

① 研究活動の活性化 

 

・教育・訓練や船舶の運航・技能に関して、

教育へのフィードバックを念頭に置き組織的

（横断的）に取りまとめ実施するプロジェク

ト研究で得られた知見を座学教育や練習船実

習に活用した。 

○座学教育に直結する内容となっている論文

について、各自が参考とできるよう、全職員

に共有した。 

 

ア 研究活動の活性化と質の向上 

・独自研究を主たる業務とする教員を選出

し、研究管理委員会において独自研究を承認

し、当該研究を実施することで教員による自

発的な研究テーマの創出を促し、研究活動に

専従する時間を与えることで研究者としての

能力を向上させた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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図る。 

 

イ 研究に対する評

価体制・評価指標に

ついては、研究成

果・普及の観点から

評価できる仕組みを

令和３年度中に構築

する。 

 

 

 

ウ 研究計画に基づ

き、期間中に延べ 40

件程度の独自研究を

行う。 

 

 

イ 研究評価の仕組

みについて検証を行

い、見直しを実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

ウ 研究計画に基づ

き、8 件程度の独自

研究を行う。 

 

 

・研究評価の仕組み

について、見直しを

実施しているか。 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・研究計画に基づ

き、8 件程度の研究

を行う。 

 

 

イ 研究に対する評価体制・評価指標 

・機構におけるリソースをさらに有効に活用

するため、プロジェクト研究の事前評価体制

に外部有識者による評価を導入すること等、

研究評価のあり方について、第7回研究管理委

員会で検討した。 

・評価体制のあり方について、結論を得られ

ず、令和 7年度に継続して審議することとなっ

た。 

 

ウ 独自研究 

・航海訓練部会と海技大学校部会が連携し、

独自研究のための環境整備に取り組んだ結

果、以下の実績を得た。 

 

［指標実績］ 

○独自研究： 8 件 

 

【添付資料 4  研究項目一覧】 

 

  

（2）教育・訓練の

質の向上に資する研

究 

学校施設及び練習

船の有効活用を行う

とともに、国内外の

ニーズや外部の知見

を活用するため、船

員教育機関及び他の

公的研究機関等と連

携し、受託研究・共

同研究を実施する。

また、新たな取組と

してプロジェクト研

究を立ち上げ、今後

の教育・訓練の質の

向上に資する研究、

更には国や業界のニ

ーズにも対応した研

究を組織的に行う。 

 

② 教育・訓練の質

の向上に資する研究

の実施 

学校施設及び練習

船を有効活用すると

ともに、国内外のニ

ーズや外部の知見を

活用するため主務官

庁、船員教育機関及

び他の公的研究機関

等と連携し、受託研

究・共同研究を実施

する。 

また、新たな取組

としてプロジェクト

研究を立ち上げ、今

後の教育・訓練の質

の向上に資する研

究、更には国や業界

のニーズにも対応し

た研究を組織的に行

う。 

 

 

ア プロジェクト研

究を期間中に延べ 50

件程度実施する。 

 

 

 

 

 

イ 受託研究及び共

 

② 教育・訓練の質

の向上に資する研究

の実施 

学校施設及び練習

船を有効活用すると

ともに、国内外のニ

ーズや外部の知見を

活用するため主務官

庁、船員教育機関及

び他の公的研究機関

等と連携し、受託研

究・共同研究を実施

することとし、ま

た、令和３年度から

外部評価の仕組みを

取り入れたプロジェ

クト研究により、今

後の教育・訓練の質

の向上に資する研

究、更には国や業界

のニーズにも対応し

た研究を組織的に行

う。 

 

ア プロジェクト研

究を10件程度実施す

る。 

 

 

 

 

 

イ 受託研究及び共

＜評価の視点＞ 

 

 

 

・学校施設及び練習

船を有効活用してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・プロジェクト研究

を 10 件程度実施す

る。 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・受託研究及び共同

＜主要な業務実績＞ 

② 教育・訓練の質の向上に資する研究の実

施 

 

・研究実施に際しては、海技大学校及び練習

船における実習設備等を使用し、シミュレー

タ訓練のデータや特定の海域におけるレーダ

画像等、実験に必要なデータを収集すること

に活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア プロジェクト研究 

・プロジェクト研究の実施について、以下の

実績を得た。 

 

［指標実績］ 

○プロジェクト研究： 11 件 

 

 

・脱炭素化を推進する国のニーズに対応する

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・困難度の高い指標（年度計画）を

掲げる本項目について、次の実績に

より年度計画を達成したことから、

自己評価を A評定とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・プロジェクト研究について、年度

計画（指標）10 件を上回る 11 件(達

成度/110.0%)の研究を実施した。 

 

 

 

 

 

・困難度の高い受託研究及び共同研

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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同研究を期間中に延

べ 60 件程度実施す

る。 

同研究を12件程度実

施する。 

研究を12件程度実施

する。 

 

研究として、新規燃料取扱に関する船員教育

の有用性についてプロジェクト研究を実施し

た。 

 

イ 受託研究及び共同研究 

・受託研究及び共同研究について、以下の実

績を得た。 

 

［指標実績］ 

○受託研究及び共同研究： 13 件 

 

・海技振興センターからの委託により、「アン

モニア・水素燃料船に乗船する船員の能力の

検討に係る基礎調査」を受託研究として実施

した。 

・一般財団法人海技振興センターからの委託

により、水先人の落水事故の際の救助体制に

かかる「水先人の乗下船時の救命設備等に関

する調査」を受託し、調査研究を開始した。 

・日本内航海運組合総連合会からの委託によ

り、内航業界における新人船員の定着化向上

のため「内航船員の定着化に向けた教材等の

開発およびその活用方法の提言」に関する調

査研究を受託し、調査研究を開始した。 

 

【添付資料 4 研究項目一覧】 

 

究について、年度計画（指標）12 件

のところ、受託研究：5 件、共同研

究 8 件 、 合 計 13 件 ( 達 成 度

/108.3％）の研究を実施した。 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－1 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―（3） 成果の普及・活用促進 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人海技教育機構法 第 11 条 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 2 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間

最終年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度   3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

研修生受入 

（計画値） 

期間中 

1,025 名程度 

年間 

205 名程度 

 

205 名程度 

 

205 名程度 

 

205 名程度 

 

205 名程度 

  予算額（千円） 
195,431 197,973 213,448 238,881 

 

研修生受入 

（実績値） 

   

54 名 

 

94 名 

 

206 名 

 

325 名 

  決算額（千円） 
278,892 192,459 169,373 178,424 

 

達成度   26.3% 45.9% 100.5% 158.5%   経常費用（千円） 240,385 201,615 169,763 169,258  

職員派遣 

（計画値） 

期間中 

575 名程度 

年間 

95 名程度 

 

115 名程度 

 

115 名程度 

 

115 名程度 

 

115 名程度 

  経常利益（千円） 
52,547 26,652 -14,454 -13,746 

 

職員派遣 

（実績値） 

   

143 名 

 

127 名 

 

152 名 

 

165 名 

  行政コスト（千円） 
240,385 201,615 169,763 169,258 

 

達成度   124.3% 110.4% 132.2% 143.5%   従事人員数 565 561 553 542  

定期刊行物 

（計画値） 

期間中 

5 件程度 

年間 

2 件程度 

 

1 件程度 

 

1 件程度 

 

1 件程度 

 

1 件程度 

        

定期刊行物 

（実績値） 

   

1 件 

 

1 件 

 

1 件 

 

1 件 

        

達成度   100.0% 100.0% 100.0% 100.0%         
研究成果発表等 

（計画値） 
期間中 

90 件程度 

年間 

12 件程度 

 

18 件程度 

 

18 件程度 

 

18 件程度 

 

18 件程度 

        

研究成果発表等 

（実績値） 
  

30 件 

 

27 件 

 

29 件 

 

34 件 

        

達成度   166.7% 150.0% 161.1% 188.9%         
査読付き論文発表 

（計画値） 
期間中 

20 件程度 

年間 

10 件程度 

 

4 件程度 

 

4 件程度 

 

4 件程度 

 

4 件程度 

        

査読付き論文発表 

（実績値） 
  

 

 

12 件 

 

5 件 

 

8 件 

 

6 件 

        

達成度   300.0% 125.0% 200.0% 150.0%         
入学者募集広報 

活動（計画値） 
期間中 

150 回以上 

年間 

30 回以上 

 

30 回以上 

 

30 回以上 

 

30 回以上 

 

30 回以上 

        

入学者募集広報 

活動（実績値） 
   

36 回 

 

48 回 

 

63 回 

 

65 回 

        

達成度   120.0% 160.0% 210.0% 216.7%         

海事広報活動

（計画値） 

期間中 

350 回程度 

年間 

70 回程度 

 

70 回程度 

 

70 回程度 

 

70 回程度 

 

70 回程度 

        

海事広報活動

（実績値） 

   

18 回 

 

24 回 

 

92 回 

 

95 回 

        

達成度   25.7% 34.3% 131.4% 135.7%         
意見交換・説明

会（計画値） 
期間中 

375 回程度 

年間 

75 回程度 

 

75 回程度 

 

75 回程度 

 

75 回程度 

 

75 回程度 

        

意見交換・説明

会（実績値） 
   

79 回 

 

92 回 

 

75 回 

 

75 回 

        

達成度   105.3% 122.7% 100.0% 100.0%         

                                                         注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 3．成果の普及・活用

促進 

機構法第 11 条第 1

項第 3号に基づき、海

技 教 育 の 知 見 の 普

及・活用、船員の魅

力や海事思想の普及

等に取り組む。災害

時において要請等を

受けた場合は、可能

な限り、練習船や学

校を活用した支援等

の活動を行う。 

（3）成果の普及・

活用促進 

機構法第 11条第 1

項第 3 号に基づき、

海技教育の知見の普

及・活用、船員の魅

力や海事思想の普及

等に取り組むととも

に、災害時におい

て、可能な限り船や

学校を活用した支援

等の活動を行う。 

（3）成果の普及・

活用促進 

機構法第 11条第 1

項第 3 号に基づき、

海技教育の知見の普

及・活用、船員の魅

力や海事思想の普及

等に取り組むととも

に、災害時におい

て、可能な限り船や

学校を活用した支援

等の活動を行う。 

 （3）成果の普及・活用促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果の普及・活用促進の評定：A 

 

【細分化した項目の評定の算術平

均】 

（A4 点×3 項目＋B3 点×2 項目）÷

（5項目）＝3.6 

したがって、算術平均に最も近い評

定は「A」評定である。 

 

※算定にあたっては評定毎の点数

を、S：5 点、A：4 点、B：3 点、C：

2 点、D：1 点とし、重要度の高い項

目については加重を 2 倍としてい

る。 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

  

（1）海技教育の知見

の普及・活用 

機構職員の海技教

育にかかる高度な知

見を活かし、船舶運

航に関する学術、技

能及び航海訓練にか

かる国際会議等に職

員 を 派 遣 す る 。 ま

た、海事関連行政機

関、国内外の教育機

関、研究機関等から

の要請により教育実

習生・研修生を受け

入れる。 

 

① 海技教育の知見

の普及･活用 

ア 海事関連行政機

関及び国内外の教育

機関、研究機関等か

ら、期間中に合計

1,025 名程度の研修

生を受け入れ、船舶

運航技術、海技教育

及び安全管理等に関

する実務を基本とし

た研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 海技教育の知見

の普及･活用 

ア 海事関連行政機

関及び国内外の教育

機関、研究機関等か

ら、205 名程度の研

修生を受け入れ、船

舶運航技術、海技教

育及び安全管理等に

関する実務を基本と

した研修を実施す

る。 

政 府 開 発 援 助

（ODA）事業による

開発途上国船員養成

事業を受託するため

の準備を行い、海技

教育に関する研修を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

・海技教育の高度な

知見を活かし、職員

の派遣や教育実習

生・研修生の受入を

実施しているか。 

・ODA 事業受託のた

めの準備を行い、海

技教育に関する研修

を実施しているか。 

＜主な定量的指標＞ 

・海事関連行政機

関、国内外の教育機

関、研究機関等から

の要請により研修生

を 205 名程度受け入

れ、船舶運航技術、

海技教育及び安全管

理等に関する実務を

基本とした研修を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

① 海技教育の知見の普及･活用 

 

ア 研修生の受入 

・海事関連行政機関、国内外の教育機関及び

研究機関等から研修生を受け入れ、船舶運航

技術、海技教育及び安全管理等に関する実務

を基本とした研修を実施した。 

・ODA 事業を受託し、発展途上国（フィリピ

ン）の船員教育機関から研修生を受入れ、海

技教育に関する研修を実施した。 

・ODAの一環事業として、JICAにより招聘され

た外国人研修生（船舶検査官等）に対して、

日本の船舶検査制度（技術基準や検査方法）

等を教授することにより、発展途上国の船舶

検査能力強化を目的とする研修を実施した。 

・IMO の技術協力活動の一環として、発展途上

国（フィリピン、インドネシア及びベトナ

ム）から船員教育機関の教官を招聘し、LNG 燃

料船の乗組員に対する基本及び上級訓練の実

施方法についての研修を実施した。 

・国土交通省職員に対し、運航実務の把握や

船舶運航の現場知識等を習得するための研修

及びGMDSS機器と航海計器の概要についての研

修を実施した。 

 

［指標実績］ 

・研修生受入人数： 325 名 

（内訳） 

○運航実務研修（国内）： 138 名 

○ODA 研修 ： 9 名 

◯JICA-SRC 研修 ： 7 名 

◯発展途上国船員養成事業 ： 9名 

◯国土交通省研修 ： 75 名 

◯外部機関研修見学会 ： 87 名 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したこと、また

限られた人員でありながらも国内外

の会議へ専門家を派遣し、海事分野

におけるわが国の中心的役割を果た

していることを鑑みて、自己評価を

A評定とした。 

 

・研修生について、年度計画（指

標）205名のところ、325名（達成度

/158.5％）を受け入れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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イ 船舶の運航に関

する学術、技能及び

航海訓練に係る国際

会議等に専門家を派

遣し、知見の活用と

他国との連携を図る

ほか、関係委員会の

要請に応じ、専門分

野の委員を派遣する

など、期間中に延べ

575 名程度の職員を

派遣する。 

イ 船舶の運航に関

する学術、技能及び

航海訓練に係る国際

会議等に専門家を派

遣し、知見の活用と

他国との連携を図る

ほか、関係委員会の

要請に応じ、専門分

野の委員を派遣する

など、115 名程度の

職員を派遣する。 

 

 

a）関係機関と連携

を図りつつ、国際海

事機関（IMO）にお

ける国際規則の制

定・改正の審議等に

専門家を積極的に派

遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b）JICA ミクロネシ

ア水産海事学校プロ

ジェクトによる専門

家派遣の実施に向け

た調整を行う。 

・船舶の運航に関す

る学術、技能及び航

海訓練に係る国際会

議等に専門家として

派遣し、知見の活用

と他国との連携を図

るほか、関係委員会

の要請に応じ、専門

分野の委員として派

遣するなど、期間中

に延べ 115 名程度の

職員を派遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・JICA ミクロネシア

水産海事学校プロジ

ェクトによる専門家

派遣の実施に向けた

調整を行っている

か。 

 

イ 国際会議等への専門家派遣及び関係委員

会への専門分野の委員派遣 

・船舶運航に関する学術、技能及び航海訓練

に係る国際会議等に対して、専門家として職

員を派遣したほか、関係委員会の専門分野の

委員として、延べ 165 名を派遣することによ

り、海技教育の知見を活用するとともに、多

国間及び国内関係各所との連携を深めた。 

 

［指標実績］ 

・国際会議等への専門家派遣及び関係委員会

への専門分野の委員派遣： 165 名 

 

a）国際海事機関（IMO）における国際規則の

制定・改正の審議等への積極的な専門家派遣 

・令和 6 年度に行われた IMO 会議（7 件）に対

し、延べ9名の職員を専門家として派遣した。 

○第 108 回海上安全委員会（MSC 108） 

○第 11 回航行安全・無線通信・捜索救助小委

員会（NCSR 11) 

◯第1回代替燃料を使用する船舶の安全に関す

る技術規定の策定に係る会期間作業部会

（ISWC-AF) 

○第 10 回貨物運送小委員会（CCC 10） 

○第 1 回 STCW 条約及びコード包括改正のため

の中間会合（ISWG-STCW 1) 

〇第 109 回海上安全委員会（MSC 109） 

〇第 11 回人的因子・訓練当直小委員会（HTW 

11） 

 

b）JICA ミクロネシア水産海事学校プロジェク

ト 

・関係者と専門家派遣の実施に向けた調整を

行った結果、今年度機構からの職員派遣は見

送ることとなった。 

 

・ 期 間 中 延 べ 165 名 （ 達 成 度

/143.5％）の職員を国際会議等へ派

遣した。 

・人的リソースが極めて不足する

中、国内で開催される委員会等で

は、前年度から継続している者に加

え、今年度新規で82名の職員を要請

に応じ、派遣した。 

・国際業務へ専従する環境を整える

ことも極めて難しい中、他の職員が

国際会議に派遣される職員の職務を

兼任することにより、国際会議へ延

べ 9 名（前年度比 150.0%）の職員を

派遣することができた。また、国際

会議参加については、提案文書の作

成等、準備段階から中心的役割を果

たし、会議の場では議論を主導し、

わが国の国益に貢献した。 

  

（2）研究成果の普

及・活用 

研究成果を教育・

訓練に反映し、質の

向上に努めるととも

に、成果の普及につ

いて広く社会へ還元

し、業界はもとより

社 会 発 展 に 貢 献 す

る。 

 

② 研究成果の普

及・促進 

ア 研究成果につい

て、期間中 5 件程度

の定期刊行物を発行

するほか、より広く

一般に対し成果の普

及 を 図 る た め J-

STAGE の活用を促進

することで、研究成

果を海事教育機関や

海運業界へ還元す

る。 

 

イ 機構内で実施す

る研究発表会及び機

構外で実施される研

究発表会（学会発

 

② 研究成果の普

及・促進 

ア 研究成果につい

て、1 件以上の定期

刊行物を発行するほ

か、より広く一般に

対し成果の普及を図

るため J-STAGE の活

用を促進すること

で、研究成果を海事

教育機関や海運業界

へ還元する。 

 

 

イ 研究課題を精査

した上で、機構内で

実施する研究発表会

及び機構外で実施さ

＜評価の視点＞ 

 

 

・成果の普及につい

て広く社会へ還元

し、業界はもとより

社会発展に貢献して

いるか。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・研究成果につい

て、1 件程度の定期

刊行物を発行する。 

 

 

・機構が実施する研

究発表会及び機構外

で実施される研究発

表会（学会発表・講

＜主要な業務実績＞ 

② 研究成果の普及・促進 

 

ア 定期刊行物の発行 

・研究成果について、1 件の定期刊行物（海技

教育機構論文集）を発行した。また、その内

容を国立研究開発法人科学技術振興機構 (JST) 
が運営する電子ジャーナルプラットフォーム

「科学技術情報発信・流通総合システム」（J-

STAGE）において公表した。 

 

［指標実績］ 

・定期刊行物の発行： 1 件 

 

 

イ 研究成果発表 

・機構が実施する研究発表会及び機構外で実

施される研究発表会（学会発表・講演会）に

おいて、WEBを活用した取組を併用して、34件

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・次の実績により年度計画を達成し

た。加えて、定量的指標 2 項目にお

いて、計画値の 120%以上の達成度だ

ったことから、自己評価を A 評定と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究課題を精査し、広く社会に還

元され得るものについて、機構外発

表:21 件、機構内発表：13 件、合計

34 件（達成度/188.9％）の研究成果

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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表・講演会）におい

て、期間中に延べ 90

件程度の研究成果発

表を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 機構内の査読付

き論文及び国内外の

学会等における査読

付き論文を期間中に

延べ20件程度発表す

る。 

 

れる研究発表会（学

会発表・講演会）に

おいて、広く社会に

還元され得るものに

ついて18件程度の研

究成果発表を行う。 

 

 

 

   

 

ウ 機構内の査読付

き論文及び国内外の

学会等における査読

付き論文について、

広く社会へ還元する

ものを 4 件程度発表

する。 

演会）において、18

件程度の研究成果発

表を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構内の査読付き

論文及び国内外の学

会等における査読付

き論文を 4 件程度発

表する。 

の研究成果を発表した。このうち、次の国際

学会において研究を発表した。 

○ 2024 World Automation Congress(ﾒｷｼｺ/ｶﾝｸ

ｰﾝ開催）（2名、計 3件） 

○28th international scientific conference 

TRANSPORT MEANS 2024（ﾘﾄｱﾆｱ/ｶｳﾅｽ）（1名、1

件） 

 

［指標実績］ 

・研究成果発表： 34 件 

 

ウ 査読付き論文 

・6 件の論文を発表した。このうち、国際学会

誌 の Journal of Marine Science and 

Engineering において論文が 1 件掲載されると

と も に 、 International Journal of 

Engineering, Technology and Natural 

Sciencesにおいても1件の論文が掲載された。 

 

［指標実績］ 

・査読付き論文の発表： 6 件 

 

【添付資料 5 研究成果発表一覧】 

 

を発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国内外の学会等において、査読付

き論文を 6 件（達成度/150.0％）発

表した。 

 

 

 

（3）海事広報活動の

促進及び人材の確保 

次世代を担う若年

層の海・船への関心

を高めるため、関係

機関とも連携し、学

校及び練習船を活用

した更なる海事広報

活動を推進する。ICT

を有効活用して積極

的に情報発信するな

ど、船員教育・訓練

のプレゼンスの向上

に努める。また、船

員志向性の高い人材

確保に向け、関係機

関との連携をより充

実・強化し、船員を

目指す人材を多方面

から確保するよう努

める。 

 

③ 海事広報活動の

促進及び人材の確保 

ア 人材確保 

船員志向性の高い

人材の確保に向け、

新たな広報活動に関

する体制・仕組みを

直ちに構築し、募集

活動に反映させる。 

また、関係機関と

の連携を強化し、学

校施設及び練習船を

活用したイベントを

期間中に 150 回以上

実施することによ

り、船員を目指す人

材を多方面から確保

する。 

 

イ 海事広報活動等

の促進 

a）国や地方自治体

等が主催する集客力

の高い各種イベント

等への学校及び練習

船の参加、船員教育

機関、関連業界等と

連携を図った一般公

開及びシップスクー

ル（練習船見学会を

含む。）を期間中 350

 

③ 海事広報活動の

促進及び人材の確保 

ア 人材確保船員志

向性の高い人材の確

保に向け、拡充した

広報活動の機能を有

効に活用し、募集活

動に反映させる。 

また、関係機関と

の連携を強化し、学

校施設及び練習船を

活用したイベントを

30 回以上実施するこ

とにより、船員を目

指す人材を多方面か

ら確保する。 

 

 

 

イ 海事広報活動等

の促進 

a）国や地方自治体

等が主催する集客力

の高い各種イベント

等への学校及び練習

船の参加、船員教育

機関、関連業界等と

連携を図った一般公

開及びシップスクー

ル（練習船見学会を

含む。）を 70 回程度

＜評価の視点＞ 

 

＜主な定量的指標＞ 

・関係機関との連

携、学校施設及び練

習船を活用した入学

者募集のための広報

活動を30回以上実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方自治体等に対

する積極的なプロモ

ーション活動を行

い、国や地方自治体

等が主催するイベン

ト等へ学校及び練習

船を参加させ、一般

公開及びシップスク

ール等を実施した

か。 

＜主な定量的指標＞ 

・一般公開やシップ

＜主要な業務実績＞ 

③ 海事広報活動の促進及び人材の確保 

 

ア 人材確保・船員志向性の高い人材の確保

に向け、地方自治体や海技教育財団等、外部

機関との連携を強化し、学校施設及び練習船

を活用したイベント等について、次の実績を

得た。 

○海技学校及び海技短大のオープンキャンパ

ス、オープンスクール、学校説明会：60 回 

○海技大学校の学校見学会：3回 

○練習船における学校説明会及び練習船見学

会：2回 

 

［指標実績］ 

・学校施設及び練習船を活用した入学者募集

のための広報活動： 65 回 

 

 

 

イ 海事広報活動等の促進 

a）イベント等への参加、学校・練習船の一般

公開等 

・地方自治体、海技教育財団、NPO 法人等関係

者と調整を図り広報活動に係る年間計画を策

定し、各種イベントに参加し、一般公開及び

シップスクール等を実施した。実施実績は以

下のとおり。 

［指標実績］ 

○イベント等への参加回数： 95 回 

（内訳） 

●練習船一般公開： 25 回 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・次の実績により年度計画を達成し

た。加えて、定量的指標 2 項目にお

いて、計画値の 120%以上の達成度だ

ったことを総合的に鑑み、自己評価

を A評定とした。 

・船員志向性の高い人材確保に関す

る定量的指標は、計画値30回以上の

ところ 65 回と達成度 216.7％であ

り、「A」評価の基準を満たしてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・海事広報活動等の促進について、

練習船の一般公開、練習船見学会の

開催等、各種イベントへの参加に積

極的に取り組んだ結果、計画値70回

程度のところ 95 回と達成度 135.7％

であり、海事広報活動は海技人材の

確保の観点からも非常に重要である

と考えており、その実績も高い水準

を維持していることから、「A」評価

の基準を満たしている。 

 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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回程度実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

b）広報活動の展開

に当たっては ICT を

用いた情報発信を行

い、海事思想の一層

の普及を図る。 

実施する。加えて、

地方自治体等に対す

る積極的なプロモー

ション活動を実施す

る。 

 

 

 

b）広報活動の展開

に当たっては ICT を

用いた情報発信を行

い、海事思想の一層

の普及を図る。 

スクール等による各

イベント等への参加

回数（70回程度）。 

 

 

 

 

 

・広報活動の展開に

ICT を用いた情報発

信を行い、海事思想

の一層の普及を図っ

ているか。 

●シップスクール及び練習船見学会： 38 回 

●市民対象行事への参加： 24 回 

●海王丸国内体験航海及び海洋教室： 8 回 

 

・地方自治体や各種団体に対し2件のプロモー

ション活動を実施した結果、2 件のイベント開

催に至った。 

 

b）ICT を用いた情報発信による海事思想の一

層の普及 

・ICT を活用し、海事思想普及のために以下の

取組を実施した。 

○機構のホームページやSNS等を活用し、国内

外に向けて積極的に情報発信を行った。 

○機構ホームページにおいて、ニュースの掲

載を 93件、プレスリリースを 36件実施し、そ

の内の 26 件について関連記事が業界紙に掲載

された。 

○日本内航海運組合総連合会の公式YouTubeと

TikTok（チャンネル名：ナイコ〜海運ＣＨ）

に海技短大が協力するとともに機構 HP にリン

クを掲載した。 

◯公益財団法人海技教育財団が作成した海技

学校及び海技短大紹介YouTubeチャンネル（ゆ

っくり海技チャンネル）を機構 SNS に掲載し

た。 

○SNS を通じた情報発信を積極的に行い、投稿

数及びフォロワー数について以下の実績を得

た。 

（投稿数/フォロワー数） 

●Facebook：898 件/13,743 名 

●X：2,356 件/7,735 名 

●Instagram：704 件/4,433 名 

●YouTube：7件/1,120 名 

 

【添付資料 6 人材確保に向けた広報活動】 

【添付資料 7 海事広報活動の実績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ICT 等も有効に活用し、業務実績

欄のとおり海事広報活動の促進を図

った。なお、各種 SNS への投稿数

は、全体で対前年度比 193.5％増と

なっている。 

 

  

（4）国民・業界等か

らのニーズの把握と

その対応 

海運業界や船員教

育機関等との意見交

換会などを通じて、

ニーズを的確に把握

することにより、教

育・研究内容の質を

向上させる。また、

ICT を活用した取組を

積極的に実施する。 

 

④ 国民・業界等か

らのニーズの把握と

その対応 

海運業界のニーズ

を的確に把握し、海

技教育の質の向上を

図るため、次の取組

を行う。 

 

ア 船員教育機関等

との連絡会議を期間

中５回程度開催す

る。 

 

 

 

 

 

④ 国民・業界等か

らのニーズの把握と

その対応 

海運業界のニーズ

を的確に把握し、海

技教育の質の向上を

図るため、次の取組

を行う。 

 

ア 船員教育機関等

との連絡会議を 1 回

以上開催する。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海運業界のニーズ

を的確に把握し、海

技教育の質の向上を

図っているか。 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・船員教育機関等と

＜主要な業務実績＞ 

④ 国民・業界等からのニーズの把握とその

対応 

 

 

 

 

 

 

 

ア 船員教育機関等との連絡会議 

・船員教育機関等のニーズを的確に把握し、

海技教育の質の向上を図るため、商船系大学

及び商船系高等専門学校との連絡会議を以下

のとおり開催した。 

 

［指標実績］ 

・教育機関等との連絡会議の開催回数： 2回 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

 

 

 

 

 

・船員教育機関等との連絡会議を 2

回（達成度/200.0%）開催した。 

 

 

 

 

 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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イ 意見交換会や海

運業界等による学生

への説明会等を期間

中に 375 回程度開催

する。 

 

 

 

 

 

イ 意見交換会や海

運業界等による学生

への説明会等を75回

程度開催する。 

 

 

の連絡会議を 1 回以

上開催する。 

 

 

・意見交換会や海運

業界等による学生へ

の説明会等を75回程

度開催する。 

 

 

 

 

（内訳） 

○商船系大学との連絡会議   ： 1 回 

○商船系高等専門学校との連絡会議： 1 回 

 

イ 意見交換会や海運業界等による学生への

説明会等 

・意見交換会や説明会を計 75 回（達成度

/100.0%）開催し、以下の実績をあげた。 

 

［指標実績］ 

・意見交換会や学生への説明会等： 75 回 

 

〇意見交換会（日本船主協会、全国の全日本

会員組合及び各地の船員対策連絡協議会等）

等を 61 回実施し、海運業界の現況や就職状

況、船員の勤務体制等の現状及び船員に求め

る資質や心構えなどの海運業界のニーズを把

握し、教育や生活指導に反映させた。 

〇海運業界等による学生への説明会（海技者

セミナー、内航タンカー見学会、マリンセミ

ナー）等を 14 回実施し、船員就職への意識付

けを行った。 

 

 

 

 

 

・意見交換会や説明会を計75回（達

成度/100.0%）開催した。 

  

（5）災害支援等 

 

船員養成を優先し

つつも、災害発生等

により支援要請があ

った場合、必要に応

じ可能な範囲で機構

が持つ施設・設備を

活用し、協力するよ

う努める。 

 

⑤ 災害時の支援活

動 

災害発生により、国

又は地方公共団体等

から支援要請があっ

た際には、業務遂行

上特段の支障がない

限り、学校施設にお

いては避難所とし

て、また練習船にお

いては人員や支援物

資の移動手段及び被

災者の生活支援機能

としての活動を実施

する。 

 

 

⑤ 災害時の支援活

動 

災害発生により、国

又は地方公共団体等

から支援要請があっ

た際には、業務遂行

上特段の支障がない

限り、学校施設にお

いては避難所とし

て、また練習船にお

いては人員や支援物

資の移動手段及び被

災者の生活支援機能

としての活動を実施

する。 

＜評価の視点＞ 

 

 

・支援要請があった

場合、可能な範囲で

機構が持つ施設・設

備を活用し、協力す

るよう努めている

か。 

＜主要な業務実績＞ 

⑤ 災害時の支援活動 

 

・期間中、災害発生に伴う支援要請はなかっ

た。 

・海技大学校において、地域避難に関する訓

練を実施した。（芦屋市立西蔵こども園の先生 

約 40名参加） 

・令和 6年 12月 25日、清水海技短大校内練習

船「かざはや」が静岡県との間に「災害時の

輸送等の支援業務に関する協定書」を締結し

た。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（1） 効率的な業務運営体制の確立 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

組織については、

船員需要や少子化等

による変化に対応し

つつ、効率的かつ効

果的な海技教育及び

組織運営を継続する

ため、組織体制の再

編と職員配置の見直

しを行う。 

 

船員需要や少子化

等による変化に対応

しつつ、効率的かつ

効果的な海技教育及

び組織運営を継続す

るため、組織体制の

再編と職員配置の見

直しを行う。 

 

船員需要や少子化

等による変化に対応

しつつ、効率的かつ

効果的な海技教育及

び組織運営を継続す

るための検討を行

う。 

 

新体制となった研

究国際業務及び広報

室業務における業務

遂行状況について検

証を行う。 

＜評価の視点＞ 

・効率的かつ効果的

な海技教育及び組織

運営を継続するた

め、組織体制の再編

と職員配置の見直し

を行っているか。 

 

 

・新体制となった研

究国際業務及び広報

室業務における業務

遂行状況について検

証を行ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

・組織運営の効率化と管理部門のスリム化を

図るため、令和 5 年 10 月に組織体制を再編

（研究国際部廃止及び研究国際課の企画調整

部編入、業務推進課廃止及び広報室への広報

業務集約）した。これを受け、以下の対応を

実施した。 

○企画調整部企画課と同部研究国際課との間

で国や業界のニーズに関する情報を共有する

ことで、研究国際部廃止後も適切に国や業界

ニーズを反映した研究及び国際業務を実施し

た。 

○広報室が行う広報活動が着実に実施できる

よう専従の体制を構築したことにより、広報

活動方針の確実な実施や同方針のフォローア

ップの実施など、より効率的かつ実効性のあ

る広報活動を遂行することができた。 

○広報活動委員会を 2 回開催し、広報室によ

る広報活動の報告及びフォローアップを行

い、次年度活動方針の策定に反映させた。 

・組織運営のあり方については、引き続き検

討を続ける。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自

己評価を B評定とした。 

 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（2） 業務運営の効率化に伴う経費削減 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
（初年度予算額の当該経

費相当分に5を乗じた額） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費（年度計画

値）（千円） 

 641,670 128,334 124,485 120,751 121,933  495,503 

一般管理費（実績値）

（千円） 

  127,927 159,193 149,189 144,241  580,550 

達成度   100.3% 78.2% 80.9% 84.5%  85.4% 

業務経費（年度計画

値）（千円） 

 2,415,195 483,039 478,206 473,423 487,906  1,922,574 

業務経費（実績値）

（千円） 

  468,966 492,989 465,720 475,668  1,903,343 

達成度   103.0% 97.0% 101.7% 102.6%  101.0% 

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

一般管理費（人件

費、公租公課等の所

要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因

により増減する経費

を除く。）について

は、期間中に見込ま

れる当該経費総額

（初年度予算額の当

該経費相当分に 5 を

乗じた額）を 6％程

度抑制する。また、

業務経費（人件費、

公租公課等の所要額

計上を必要とする経

費及び特殊要因によ

り増減する経費を除

く。）についても、期

間中に見込まれる当

該経費総額（初年度

予算額の当該経費相

 

引き続き、効率的

な運営体制の確保、

管理業務の簡素化等

に努める。 

 

 

 

 

一般管理費（人件

費、公租公課等の所

要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因

により増減する経費

を除く。）について

は、期間中に見込ま

れる当該経費総額

（初年度予算額の当

該経費相当分に 5 を

乗じた額）を 6％程

度抑制する。 

ま た 、 業 務 経 費

（人件費、公租公課

等の所要額計上を必

要とする経費及び特

殊要因により増減す

る経費を除く。）につ

いても、期間中に見

込まれる当該経費総

額（初年度予算額の

 

業務運営の効率化

に伴う経費削減にお

いて、厳しい財政状

況を踏まえて、今ま

で以上に効率的な運

営体制の確保、管理

業務の簡素化等に努

める。 

一般管理費（人件

費、公租公課等の所

要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因

により増減する経費

を除く。）について、

本年度予算は、対前

年度比 3％程度抑制

する。 

 

 

 

ま た 、 業 務 経 費

（人件費、公租公課

等の所要額計上を必

要とする経費及び特

殊要因により増減す

る経費を除く。）につ

いて、本年度予算

は、対前年度比 1％

程度抑制する。 

＜主な定量的指標＞ 

・一般管理費予算を

対前年度比3％程度抑

制する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務経費予算を対

前年度比1％程度抑制

する。 

＜主要な業務実績＞ 

・一般管理費（人件費、公租公課等の所要

額計上を必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）及び業務経費（人

件費、公租公課等の所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因により増減する経費を

除く。）の年度計画値は、対前年度比で、一

般管理費は 3％程度、業務経費は 1％程度を

抑制することとしている。 

 

・一般管理費は研修や会議のWEB開催に取り

組むこと等により、業務運営を最低限維持

できる程度まで経費節減に努めたが、社会

的な物価高騰や人件費高騰の影響による合

同庁舎分担金が令和 5 年度比で 7％程度増と

なったこと等から実績値は年度計画値を上

回った。 

 一方で、業務経費はシステム機器のリー

ス期間を延長すること等により、経費節減

を図った結果、実績値は年度計画値を下回

った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、既存経費の節減に最大限努めた

ところであるが、一般管理費につい

ては、当初計画時では想定できなか

った物価高騰や人件費高騰の影響に

よる経費負担が増加となったことか

ら実績値が年度計画値を上回る一

方、業務経費については、経費の節

減に努め、物価高騰の影響が大きい

中で、年度計画値を下回ったことか

ら、自己評価を B評定とした。 

・予算抑制も限界に近いところでは

あるが、今後、更なる削減の可能性

を確認しながら、引き続き経費削減

に努めていく。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 

 

  

当分に 5 を乗じた

額）を 2％程度抑制

する。 

 

当該経費相当分に 5

を乗じた額）を 2％

程度抑制する。 



 
 

28 
 

業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（3） 調達方法の見直し 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月

25 日総務大臣決定）

等を踏まえ、引き続

き、公正かつ透明な

調達手続きによる適

切で迅速かつ効果的

な調達を実現する観

点から、機構内に設

置された「調達等合

理化検討会」におけ

る取組を推進し、ま

た、契約監視委員会

を活用するととも

に、毎年度「調達合

理化計画」を策定・

公表し、年度終了

後、実施状況につい

て、評価・公表を行

う。 

また、一般競争入

札を原則としつつ

も、会計規程等に則

り、随意契約による

ことが可能なものは

実施するなど、公正

性・透明性を確保し

つつ、合理的な調達

を実施する。 

 

「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月

25 日総務大臣決定）

等を踏まえ、引き続

き、公正かつ透明な

調達手続きによる適

切で迅速かつ効果的

な調達を実現する観

点から、機構内に設

置された「調達等合

理化検討会」におけ

る取組を推進し、ま

た、契約監視委員会

を活用するととも

に、毎年度「調達合

理化計画」を策定・

公表し、年度終了

後、実施状況につい

て、評価・公表を行

う。 

また、一般競争入

札を原則としつつ

も、随意契約につい

ては、「独立行政法

人の随意契約に係る

事務について」（平

成 26 年 10 月 1 日付

け総管査第 284 号総

務省行政管理局長通

知）及び会計規程等

に則り、随意契約に

よることが可能なも

のは実施するなど、

公正性・透明性を確

 

「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月

25 日総務大臣決定）

等を踏まえ、引き続

き、公正かつ透明な

調達手続きによる適

切で迅速かつ効果的

な調達を実現する観

点から、機構内に設

置された「調達等合

理化検討会」におけ

る取組を推進し、ま

た、契約監視委員会

を活用するととも

に、毎年度「調達合

理化計画」を策定・

公表し、年度終了

後、実施状況につい

て、評価・公表を行

う。 

また、一般競争入

札を原則としつつ

も、随意契約につい

ては、「独立行政法

人の随意契約に係る

事務について」（平

成 26 年 10 月 1 日付

け総管査第 284 号総

務省行政管理局長通

知）及び会計規程等

に則り、随意契約に

よることが可能なも

のは実施するなど、

公正性・透明性を確

＜評価の視点＞ 

 

＜主要な業務実績＞ 

・添付資料 8 のとおり調達等合理化計画にお

ける取組を推進した。 

・「令和6年度調達等合理化計画」を策定の上

で、ホームページ上に公開し、機構内外への

周知を図る等の取組を着実に実施した。 

・「令和5年度調達等合理化計画」の進捗状況

においても自己評価を行い、国土交通大臣へ

報告後、ホームページ上で公開し、業務の指

針とした。 

 

【添付資料 8 独立行政法人海技教育機構調

達等合理化計画の取組実績及び取組に対する

自己評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・随意契約については、契約審査委員会へ報

告、審議を経て実施するとともに、その契約

事由や価格の妥当性を外部委員等で組織する

契約監視委員会で諮り、公正性・透明性を確

保し、合理的な調達を行った。  

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己評

価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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保しつつ、合理的な

調達を実施する。 

 

保しつつ、合理的な

調達を実施する。 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（4） 人件費管理の適正化 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

ラスパイレス指数  99.6 99.7 97.2 98.7 96.6   

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準も十分考慮

し、厳しく検証を行

った上で、その検証

結果や取組状況につ

いては毎年度公表す

る。 

 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準も十分考慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方につ

いて厳しく検証した

上で、給与改定に当

たっては、引き続

き、国家公務員に準

拠した給与規程の改

正を行い、その適正

化に取り組むととも

に、その検証結果や

取組状況を毎年度公

表する。 

 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準も十分考慮

し、手当を含め役職

員給与のあり方につ

いて厳しく検証した

上で、給与改定に当

たっては、引き続

き、国家公務員に準

拠した給与規程の改

正を行い、その適正

化に取り組むととも

に、その検証結果や

取組状況を公表す

る。 

＜評価の視点＞ 

・給与水準につい

て、国家公務員の給

与水準も十分考慮

し、厳しく検証を行

っているか。 

 

 

 

・給与改定に当たっ

ては、引き続き、国

家公務員に準拠した

給与規程の改正を行

い、その適正化に取

り組むとともに、そ

の検証結果や取組状

況を公表している

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

・令和 6 年度における当機構の給与水準を示

すラスパイレス指数は 96.6となり、国の水準

とほぼ同様とした。 

 

※ラスパイレス指数 

国家公務員の給与を 100 とした場合の海技教

育機構の給与水準を指数で示したもの 

 

・令和 6 年度の給与改定にあたっては、人事

院勧告を十分考慮し、若年層に重点を置いた

月例給の改定（＋2.76%引き上げ）や、賞与

の改定（0.1 月分引き上げ）を行った。 

・総務省が定めるガイドラインに基づき、独

立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与水

準の公表を行った（令和 6年 6月）。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自己

評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（5） 業務運営の情報化・電子化の取組 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

法人内の効率的な

情報共有及び適切な

意思決定等業務運営

の電子化（ICT の利

活用により事務手続

の簡素化・迅速化、

クラウド化）に取り

組み、業務運営の効

率化の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船陸間情報通信ネ

ットワークによる迅

速な情報共有及び業

務の効率化を目的と

した ICT 利活用レベ

ルの向上や、本部と

各学校間の WEB 会議

の更なる活用等、ICT

環境の整備等により

業務の電子化及びク

ラウド化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船陸間情報通信ネ

ットワークによる迅

速な情報共有及び業

務の効率化を目的と

した ICT 利活用レベ

ルの向上や、本部と

各学校間の WEB 会議

の更なる活用等、ICT

環境の整備等により

業務の電子化及びク

ラウド化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・電子化及びクラウ

ド化に取り組み、業

務運営の効率化の向

上を図っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本部と各学校間の

WEB会議の更なる活用

等を図っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・令和 5 年度に設置した PMO（Portfolio 

Management Office）による全体管理の下、業

務経費の節減や職員負担の軽減、学生等の利便

性の向上等に資するべく、業務の電子化及びク

ラウド化、効率化を進めるため、以下の PJMO

（Project Management Office）を立ち上げ、

プロジェクトを推進した。 

○基幹情報システム整備 

（実績） 

●練習船への低軌道衛星通信導入のための検証

実施 

●システム設計開発にかかるコンサル委託契約

締結 

●ゼロトラストシステム、PC主体認証、多要素

認証システムの一部導入・構築 

○人事・給与情報システム整備 

（実績） 

●業務、機能要件整理 

●プロジェクト計画書作成 

 

・本部、各学校、練習船間の会議を WEB 会議中

心で実施しており、ハード面では、安定した

WEB 環境下での会議実施のため、通信速度低下

の可能性が低いルーターを選定する等、機器及

び通信環境の整備向上を図り、ソフト面では、

コロナ禍に培った WEB 会議開催のノウハウを活

かすことで、WEB 会議のより積極的な活用を行

った。結果、組織内外を問わず横断的な情報共

有が可能となり連携が図られることで、業務運

営の効率化、また旅費等の経費節減に繋げた。 

・船陸間の通信状況を改善するための検証を行

った結果、Starlink回線を導入することとし、

全大型練習船に Starlink を設置（回線は 1 隻

のみ契約）した。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成した。加え

て、昨年度策定した「情報システ

ムの整備及び管理に関する全体計

画」に基づき、PMO による全体管理

の下に基幹情報システム整備及び

人事・給与情報システム整備に係

る PJMO を立ち上げ、各プロジェク

トの進捗管理を行った。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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災害時等に業務を

継続できるようにす

るため、リモートワ

ーク体制の確立を図

る。 

情報システムの整

備・管理について

は、「情報システムの

整備及び管理の基本

的な方針」（令和 3 年

12月 24日デジタル大

臣決定）に則り、PMO

の設置等を通じて適

切に対応するものと

する。 

 

 また、災害時等に

業務を継続できるよ

うにするため、リモ

ートワーク体制の確

立を図る。 

情報システムの整

備・管理について

は、「情報システムの

整備及び管理の基本

的な方針」（令和 3 年

12月 24日デジタル大

臣決定）に則り、PMO

の設置等を通じて適

切に対応する。 

また、災害時等に

業務を継続できるよ

うにするため、リモ

ートワーク体制の確

立を図る。 

情報システムの整

備・管理について

は、「情報システムの

整備及び管理の基本

的な方針」（令和 3 年

12月24日デジタル大

臣決定）に則り、令

和５年４月に設置し

た PMO（ポートフォ

リオ・マネジメント

室）による全体管理

体制の下、昨年度に

作成した「情報シス

テムの整備及び管理

に関する全体計画」

に基づき、基幹情報

システムの整備等に

ついて、適切に対応

する。 

 

・災害時等に業務を

継続できるようリモ

ートワーク体制の確

立を図っているか。 

・リモートワーク環境の維持整備及び改善のた

め、以下の取組を実施した。 

○ファイルサーバデータを遠隔地にバックアッ

プすることで、災害時にデータを保全するため

のシステム構成を整備した。 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―（1） 自己収入の確保 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

海技短大の入学料 

（円） 

  30,000 40,000 50,000 60,000   

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

 

 

受益者負担の拡大

として、授業料を含

め関係者からの収入

の引き上げを図り、

養成定員や受講者数

等の増員による増収

を目指すとともに、

帆船等練習船の寄港

要請にかかる要請元

からの負担金収入の

拡大など、更なる自

己収入源を検討し、

確保に取り組む。 

 

 

 

① 入学料、授業料

の段階的引き上げ 

海技短大の入学料

について、応募者数

の状況を確認しなが

ら引き上げを継続す

るとともに、海技大

学校における運航実

務コースの授業料に

ついて、段階的に引

き上げを実施する。 

 

② 寄付金、賛助会

員募集の推進 

OB、関係業界、経

済界、一般国民等か

らの寄付金を募ると

ともに、賛助会員の

募集を推進し、自己

収入の確保に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 入学料、授業料

の段階的引上げ 

海技短大の入学料

について、60,000 円

に引上げる。また、

海技大学校における

運航実務コースの授

業料について、実費

等を勘案し、引き続

き適正な水準を検証

する。 

 

② 寄付金、賛助会

員募集の推進 

 OB、関係業界、経

済界、一般国民等か

らの寄付金を募ると

ともに、賛助会員の

募集を推進し、自己

収入の確保に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・入学料、授業料の

段階的引き上げを実

施しているか。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・海技短大の入学料

について、60,000 円

に引上げる。 

 

 

 

 

・寄付金、賛助会員

の募集を推進し、自

己収入の確保に取り

組んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

① 入学料、授業料の段階的引上げ 

 

・海技短大の入学料を 50,000 円から 60,000 円

に引き上げたこと、唐津校を海技短大化したこ

とにより、入学料収入が令和 5 年度の 1,380 万

円から令和 6 年度は 1,957 万円と 577 万円増と

なった。 

・海技大学校の運航実務コースについて、コロ

ナ禍の影響解除及び突発的な値上げの影響を踏

まえた受講ニーズの変化を検証した結果、今年

度の講習料は据え置くこととした。 

 

② 寄付金、賛助会員募集の推進 

・理事長のリーダーシップのもと、以下のとお

り精力的に広報活動し、約 2,968 万円相当の寄

付及び約 853 万円の賛助会費を集めた。 

○寄付・賛助会案内チラシの配布(計 3,900 枚) 

(主な配布先) 

●関係機関、機構 OB 

●練習船実習修了者 

●機構役職員による外部訪問先での手交 

●練習船一般公開時における来場者 他 

●役職員等の名刺に賛助会案内ページ URL（機

構 HP内）の QRコードを印字し配布 

●新聞・業界紙等への寄付金・賛助会員募集の

記事投稿（1回） 

●新聞広告掲載（2回） 

●SNS で入会特典を掲載 

◯賛助会費の使途について、機構 HP で公表し

た。 

○賛助会員向け練習船見学会及び賛助会法人会

員向け交流会を開催し、当日の様子を機構 HP へ

掲載した。 

 

・寄付の実績は次のとおり。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・年度計画に基づいて精力的に活動

し、「業務実績欄」に示すとおりの高

い実績を上げたこと、自己収入獲得

のために新たな取組を開始し成功を

収めたことを総合的に勘案し、自己

評価を A評定とした。 

 

・機構単体で実施可能な更なる自己

収入源を拡大させる取組として、理

事長をはじめとした積極的な働きか

けや、SNS 等の活用を行うことで、

賛助会費は 8,535,000 円（昨年度

4,585,000 円）昨年度比 186.2％の実

績をあげた。 

 

・賛助会員については、役職員によ

る積極的な周知活動により、法人会

員では海運業界以外からの会員数

が、個人会員については SNS による

情報発信や、イベント時の広報ブー

スの案内をきっかけとして会員数が

増加した。 

 

・賛助会費について、唐津海技短大

の校旗作成、清水海技短大の女子ト

イレ改修等に使用し、用途について

HP で公表することにより、使途を明

確にした。また、賛助会員を対象と

した学校・練習船の見学会等、会員

特典を充実させることにより、会員

の継続獲得に努めた。 

 

・練習船寄港要請元からの負担金収

入について、6 件の負担金収入を得

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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③ 帆船等練習船の

寄港要請を募り、寄

港要請元からの負担

金収入の獲得を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 帆船等練習船の

寄港要請を募り、寄

港要請元からの負担

金収入の獲得を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・寄港要請を募り、

寄港要請元からの負

担金収入の獲得を推

進しているか。 

○寄付計 31 件、約 2,968 万円相当（うち現金寄

付は計 16件、約 394 万円）。 

○練習船寄港地において、練習船教育支援募金

として約 260 万円の支援を得た。 

 

【添付資料 9 寄付一覧】 

 

・賛助会の実績は次のとおり。 

○個人会員：252 名（昨年度比/98.8%）、363 口

（昨年度比/104.6%）、計約 182 万円 

※令和 6年度新規会員 70 名、90 口 

○法人会員：108 社（昨年度比/207.7%）、134 口

（昨年度比/235.1%）、計 670 万円 

※令和 6年度新規会員 75 社、95 口 

 

③ 練習船寄港要請元からの負担金収入  

・練習船の寄港要請地において、練習船の一般

公開や広報ブースを出展した。このうち、帆船

が寄港した 6 港（大井川港、宮古港、敦賀港、

石狩湾新港、三田尻中関港、名古屋港）から計

1,200 万円の負担金収入を得た。 

・寄港要請実績港等に周知し、PRを実施した。 

・全国都道府県・政令指定都市国土交通省担当

者連絡協議会（通称「とんび会」）向けの練習船

見学会及び寄港要請によるイベント概要説明会

を開催した。 

 

た。 

 

・新たな自己収入獲得手段として、

ネーミングライツ事業を開始し、第

一弾として海技大学校講堂の命名権

者を募集したところ、複数社から申

し込みがあり、内 1 社と 3 年間の契

約を締結した。次年度以降もネーミ

ングライツ対象施設を拡大し、自己

収入の獲得に努めていく。 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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 業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（2） 保有資産の検証・見直し  

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

          

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

保有資産について

は、資産の利用度の

ほか、本来業務に支

障のない範囲での有

効利用の可能性、経

済合理性等の観点に

沿って、その必要性

について不断の見直

しを行う。 

 

保有資産について

は、資産の利用度の

ほか、本来業務に支

障の無い範囲での有

効利用の可能性、経

済合理性等の観点に

沿って保有の必要性

について、引き続き

不断の見直しを図

る。 

 

 

保有資産について

は、資産の利用度の

ほか、本来業務に支

障の無い範囲での有

効利用の可能性、経

済合理性等の観点に

沿って保有の必要性

について、引き続き

不断の見直しを図

る。 

＜評価の視点＞ 

・保有資産の必要性に

ついて検証している

か。 

＜主要な業務実績＞ 

・令和 6年 12月の減損会計と令和 7年 3月の固

定資産実査とを通じて保有資産の必要性につい

て検証を行った結果、不要財産として処分する

資産はなかった。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自

己評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（3） 業務達成基準による収益化 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

独立行政法人会計

基準の改訂(平成 12

年 2月 16日独立行政

法人会計基準研究会

策定、平成27年 1月

27 日改訂)等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ、引き

続き、収益化単位の

業務ごとに予算と実

績を管理する。 

 

 

独立行政法人会計

基準の改訂（平成 12

年 2月 16日独立行政

法人会計基準研究会

策定、平成27年 1月

27 日改訂）等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ、収益

化単位の業務ごとに

予算と実績を管理す

る。 

 

独立行政法人会計

基準の改訂（平成 12

年 2月 16日独立行政

法人会計基準研究会

策定、平成27年 1月

27 日改訂）等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ、収益

化単位の業務ごとに

予算と実績を管理す

る。 

＜評価の視点＞ 

・収益化単位の業務ご

とに予算と実績を管理

しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

・平成29年度に構築した収益化単位の業務ごと

に予算と実績を管理する体制に基づき管理して

いる。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自

己評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 

 



 
 

37 
 

業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―（4） 予算、期間中の収支計画、期間中の資金計画 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

   

別紙のとおり 

 

別紙のとおり 

＜評価の視点＞ 

・年度計画に定めた

当該予算による運営

を行ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

・別紙 1，2，3のとおり。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自

己評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（5） 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

   

予見し難い事故等

の事由に限り、資金

不足となる場合にお

ける短期借入金の限

度額は、1,400 百万

円とする。 

 

予見し難い事故等

の事由のほか、業務

運営に必要な不足等

に対応するための短

期借入金の限度額

は、1,400 百万円と

する。 

 ＜主要な業務実績＞ 

・令和 6年度は該当なし。 

 評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（6） 重要な財産の処分等に関する計画 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

   

① 乗船事務室（東

京都中央区勝どき五

丁目 802 番 2)516.25

㎡ 

現況確認等終了後､

速やかに現物を国庫

に納付するよう、引

き続き手続きを進め

る｡ 

 

② 交通艇しんとく 

売却による収入を､速

やかに国庫に納付す

るよう、引き続き手

続きを進める｡ 

 

③ 旧小樽海上技術

学校(北海道小樽市桜

三丁目 21番 1) 

28,497.28 ㎡ 

移転作業等と並行

して移転後の扱いを

検討し、不要と判断

した場合には、移転

完了後速やかに現物

を国庫に納付するよ

う手続きを進める。 

 

 

① 乗船事務室（東

京都中央区勝どき五

丁目 802 番 2)516.25

㎡ 

現況確認等終了

後、速やかに現物を

国庫に納付するよ

う、引き続き手続を

進める｡ 

 

 

 

 

 

 

 

② 旧小樽海上技術

学校(北海道小樽市桜

三丁目 21番 1) 

28,497.28 ㎡ 

現況確認等終了

後、速やかに現物を

国庫に納付するよ

う、引き続き手続を

進める｡ 

 ＜主要な業務実績＞ 

① 乗船事務室について 

・令和 5 年度に実施した調査の結果、建物内に

アスベストを含有していることが判明したた

め、アスベスト飛散状況の追加調査を実施した

が、結果飛散は認められなかった。 

・建物内の不要物品の撤去を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 旧小樽海技学校について 

・北海道財務局小樽出張所より建物取り壊しで

の引き渡しを求められたため、校舎取り壊しの

ための予算要求を行ったが、認められなかっ

た。今後の手続きについて、北海道財務局小樽

出張所との調整を続けている。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自

己評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（7） 剰余金の使途 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

   

期間中に生じた剰

余金は、計画の達成

状況に応じて、機構

の目的の確実な達成

のための施設・設備

等の整備、研究調査

費等教育基盤の整備

拡充等のため使用す

る。 

① 施設・設備、訓

練機材等の整備 

② 安全管理及び研

究調査の推進 

③ 燃料費の高騰等

による練習船の運航

経費の不足 

 

期間中に生じた剰

余金は、計画の達成

状況に応じて、機構

の目的の確実な達成

のための施設・設備

等の整備、研究調査

費等教育基盤の整備

拡充等のため使用す

る。 

① 施設・設備、訓

練機材等の整備 

② 安全管理及び研

究調査の推進 

③ 燃料費の高騰等

による練習船の運航

経費の不足 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

・令和 6年度は該当なし。 

 評定  

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 

 

 

【目的積立金等の状況（参考情報）】                                                                                                       （単位：百万円、％） 

 令和３年度末 

(初年度) 

令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 

 

令和７年度末 

（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 606 587 577 385  

目的積立金 － － － －  

積立金 － 150 282 449  

       

その他の積立金等 － － － －  

運営費交付金債務 0 371 590 697  

当期の運営費交付金交付額(a) 6,980 7,390 7,125 7,207  

 うち年度末残高(b) 0 371 590 697  

当期運営費交付金残存率(b÷a) - 5.0% 8.3% 9.7%  

(注１)横列は、当目標期間の初年度から最終年度まで設けること。 
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(注２)最終年度における「前中期目標期間繰越積立金」、「目的積立金」、「積立金」には、次期中期目標期間への積立金の繰越しを算定するために各勘定科目の残余を積立金に振り替える前の額を記載すること。 

(注３)「うち経営努力認定相当額」には、最終年度に経営努力認定された額を記載すること（最終年度に経営努力認定された利益は「目的積立金」には計上されずに、「積立金」に計上された上で次期中期目標期間に繰り越される。）。 

(注４)「その他の積立金等」には、各独立行政法人の個別法により積立が強制される積立金等の額を記載すること。 

 

 

 

業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（1） 施設・設備の整備 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

機構の目的の確実

な達成のために、必

要となる施設に関す

る整備計画を策定

し、効果的な業務運

営を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

練習船において

は、国際条約改正や

技術革新に対応した

航海訓練の実施、そ

の他効率的な業務運

営のために帆船を汽

船に更新することも

含め、船隊規模につ

いて検討する。 

 

機構の目的の確実

な達成のため、必要

となる施設・設備に

関する整備計画を策

定し、効果的な業務

運営を図る。 

なお、本計画は、

毎年の業務運営状況

等を総合的に勘案

し、必要な見直しを

行うものとする。 

 

 

① 校内練習船の将

来的な必要性を検討

したうえで、代船建

造について計画す

る。 

 

② 今後の練習船隊

規模の検討を行い、

代船建造及び修繕に

かかる計画を立案す

る。 

 

 

 

 

 

③ 陸上工作技能訓

 

機構の目的の確実

な達成のため、施

設・設備の老朽化や

効率化を踏まえ、必

要となる施設・設備

に関する整備計画を

策定し、効果的な業

務運営を図る。 

なお、本計画は、

毎年の業務運営状況

等を総合的に勘案

し、必要な見直しを

行うものとする。 

① 校内練習船の将

来的な必要性を検討

したうえで、代船建

造について計画す

る。 

 

② 今後の練習船隊

規模の検討を行い、

代船建造及び修繕に

かかる計画を立案す

る。 

 

 

 

 

 

③ 令和 5 年度に海

 ＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 校内練習船の代船建造計画 

・校内練習船のあり方について検討を行った結

果、「校内練習船建造コンサル及び仕様書作成業

務」についてコンサル業者と業務契約を締結

し、校内練習船建造仕様書を作成した。 

 

② 練習船隊の代船建造及び修繕計画 

・修繕計画に基づき、次の取組を実施した。 

○海王丸第 2 期の大規模修繕（女性衛生設備整

備、フォアマストヤード整備等）を実施した。 

〇銀河丸交通艇の代船建造の予算が令和6年度補

正予算にて認められたため、建造に向けた契約

の準備作業中である（令和 8年 3月竣工予定）。 

〇練習船隊の規模について、検討を継続してい

る。 

 

③ 陸上工作技能訓練センターの整備 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成したため、自

己評価を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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練センターの完成に

向け、可能なところ

から整備する。 

 

技大学校において、

機関訓練センターと

して一部運用を開始

した陸上工作技能訓

練センターの完成に

向け、整備を進め

る。 

 

・海技大学校機関訓練センターについて、建屋

内装工事を完了し、エンジンルームシミュレー

タ等の教材の整備を完了した。 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 

 

 

 

 

  



 
 

43 
 

業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（2） 人事に関する計画 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

人事交流 

（計画値） 

期間中 

235 名以上 

期間中 

300 名以上 

 

47 名以上 

 

47 名以上 

 

47 名以上 

 

47 名以上 

  

人事交流 

（実績値） 

 最終年度値 

62 名 

 

50 名 

 

57 名 

 

50 名 

 

42 名 

  

達成度   106.4% 121.3% 106.4% 89.4%   

職員研修 

（計画値） 

期間中 

2,200 名以上 

期間中 

900 名以上 

 

440 名以上 

 

440 名以上 

 

440 名以上 

 

440 名以上 

  

職員研修 

（実績値） 

 最終年度値 

816 名 

 

976 名 

 

1,065 名 

 

1,167 名 

 

1,447 名 

  

達成度   221.8% 242.0% 265.2% 328.9%   

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

高い専門性と指導

性を備えた優秀な学

校教員、練習船教官

を戦略的に確保・育

成するため、「人材

の確保・育成に関す

る方針」を策定し、

総合的な取組を進め

る。取組の内容とし

て、新卒採用におい

て、教員及び教官の

共通採用を引き続き

実施するともに、教

員と教官、更には練

習船部員を交え、多

様なキャリアアップ

形成について検討し

実施する。また、優

秀な職員の採用や離

職者の減少のために

は良好な職場環境の

形成が不可欠である

ことから、「職員の

働き方改革」をテー

マに業務等の問題点

を整理した上で、そ

の結果を踏まえて改

善に取り組む。さら

に、採用ソースの拡

大、離職者減、中途

 

海技教育の質の向

上や効率的な教育及

び訓練の実施、専門

人材の確保・育成及

び組織の活性化を図

るため、次の取組を

行う。 

 

① 旧組織、部門間

の相互理解やコミュ

ニケーションの不足

による弊害を解消

し、組織一体となっ

て人材の確保・育成

に取り組むため、人

事業務を集約し組織

横断的な人事を進め

る。 

 

② 募集・採用の強

化策として、学校教

員及び練習船教官の

共通採用の活用を引

き続き推進するとと

もに、中途採用や継

続雇用を含む採用ソ

ースの拡大に取り組

む。 

 

 

 

海技教育の質の向

上や効率的な教育及

び訓練の実施、専門

人材の確保・育成及

び組織の活性化を図

るため、次の取組を

行う。 

 

① 旧組織、部門間

の相互理解やコミュ

ニケーションの不足

による弊害を解消

し、組織一体となっ

て人材の確保・育成

に取り組むため、組

織横断的な人事を進

める。 

 

 

② 募集・採用の強

化策として、学校教

員及び練習船教官の

共通採用の活用を引

き続き推進するとと

もに、中途採用や継

続雇用を含む採用ソ

ースの拡大に取り組

む。 

 

 

＜評価の視点＞ 

・専門人材の確保・

育成及び組織の活性

化を図っているか。 

 

 

 

 

 

・組織横断的な人事

を進めているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校教員及び練習

船教官の共通採用の

活用を推進している

か。 

・中途採用や継続雇

用を含む採用ソース

の拡大に取り組んで

いるか。 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 組織横断的な人事 

・令和元年度より練習船教官／学校教員の共通

採用を行い、練習船と学校間での異動を行うな

ど、組織横断的な人事を進めている。 

また、組織横断的な人事を進めるに際し、人員

不足を解消すべく、資格要件の緩和（短大卒以

上とし、商船系高等専門学校・海技大学校専修

からの人材確保等）や学校訪問などを積極的に

行っている。 

 

 

② 募集・採用の強化・拡大 

・募集・採用強化の取組として、以下を実施し

た。 

（共通採用・新規採用関係） 

○事務職について令和7年度募集から高卒者でも

応募できるよう採用要件を拡大した。 

◯大学主催の企業研究会・海技者セミナー等に

参加し採用活動を実施した。 

○海技者セミナーの機会等を利用し、水産高校

の就職担当者と情報を交換し練習船乗組員を採

用した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・人事交流については、定量的指

標47名以上のところ42名（達成度

/89.4%）と、目標を達成すること

ができなかったが、外部委託及び

内部研修の実施については定量的

指標 440 名以上のところ 1,447 名

（達成度/328.9％）と大幅に高い

実績を上げていること。また、募

集採用については事務職員につい

て令和 7 年度募集（令和 6 年度試

験）より高卒者でも応募ができる

よう採用要件を拡大したこと等を

鑑み、自己評定を B評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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採用・再雇用の推

進、女性活躍推進等

について更に検討を

進め、改善に取り組

む。 

令和 2 年 3 月に発

生した教員の不祥事

事案を受け、第三者

委員会からの提言を

踏まえた新たな対応

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 船員教育機関、

海運会社及び海事関

連行政機関等と期間

中に 235 名以上の人

事交流を行う。 

 

 

 

 

④ 職員の資質・能

力の維持及び向上を

図るため、職務別及

び階層別に体系付け

た職員研修計画を策

定し、教育専門分野

を含む外部への委託

研修のほか、職員の

知見を活用した内部

研修を推進し、期間

中に延べ 2,200 名以

上の職員に対して研

修を効率的に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 船員教育機関、

海運会社及び海事関

連行政機関等と 47名

以上の人事交流を行

う 

 

 

 

 

④ 職員の資質・能

力の維持及び向上を

図るため、教育専門

分野を含む外部への

委託研修のほか、職

員の知見を活用した

内部研修を 440 名以

上の職員に対し実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・船員教育機関、海

運会社及び海事関連

行政機関等と 47 名以

上の人事交流を行

う。 

 

 

 

 

・教育専門分野を含

む外部への委託研修

のほか、職員の知見

を活用した内部研修

を 440 名以上の職員

に対し実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中途採用・継続雇用関係） 

◯中途採用、船社からの派遣人材獲得のため、

水産系大学等の訪問や、内航船社からの教員派

遣を調整する等の活動を継続的に実施した。 

○自衛隊海運企業説明会へ参加し、募集活動を

行った。 

○本年度から導入した継続雇用制度における優

遇措置について、令和6年度対象職種の整理を行

った。 

 

③ 人事交流 

・船員教育の質向上や効率的な教育及び訓練の

実施、組織の活性化を図るため、海運会社 12 名

及び海関連行政機関等 30 名、計 42 名（達成度

/89.4%）の人事交流を行った。 

 

［指標実績］ 

・人事交流： 42 名 

 

④ 外部委託及び内部研修の実施 

・職員の資質・能力の維持及び向上を図るとと

もに、人材の適切な配置及び業務の効率化と海

技教育の質向上を図るため、外部委託及び内部

研修を延べ1,447名（達成度/328.9％）の職員に

対して実施した。 

 

［指標実績］ 

・外部委託及び内部研修の参加職員： 1,447 名 

 

・実施した主な研修  

【外部研修】  

○初任係長（本省）研修 

○企業会計〔基礎〕研修 

○情報システム統一研修 

○公文書管理研修Ⅰ（独法等向け第 1回） 

◯令和 6年度給与実務研修会（諸手当関係） 

◯令和 6年度給与実務研修会（人事院勧告） 

◯令和 6年度人権に関する国家公務員等研修会 

◯令和 6年度専門課程人事事務研修 

◯令和6年度再任用・退職手当・年金制度実務研

修会 

○ディーゼル機関実務研修 

◯労務管理責任者講習 

○ISO 内部監査員講習 

○第三級陸上特殊無線技士養成課程 

○コミュニケーション講習 

○海上防災訓練（消防実習コース） 

○生存対策（サバイバル訓練）講習会 

○登録危険作業講習会 

○船舶衛生管理者講習 など 

 

【内部研修】 

○新採用研修 

○ファースト・ステップ研修 

○新教務課長及び新指導・学生課長研修 
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⑤ 多様な人材が相

互に理解し合い、チ

ームとして活躍でき

る職場環境の形成に

向け、現状における

問題点を整理し、改

善策に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 多様な人材が相

互に理解し合い、チ

ームとして活躍でき

る職場環境の形成に

向け、現状における

問題点を整理し、改

善策に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・職場環境の形成に

向け、現状における

問題点を整理し、改

善策に取り組んでい

るか。 

 

○教務担当承認研修 

○セカンド・ステップ研修 

○コンプライアンス研修 

○メンタルヘルス及びハラスメント対策の研修 

○本部メンタルヘルス研修 

○コミュニケーション研修 

○海二新採用フォローアップ研修 など 

 

⑤ 職場環境の形成 

・STCW 基本訓練の現状調査等を行い、発令のあ

り方を含めた検討を行った。 

・引き続き職員の離職原因を調査・整理し、抑

制策について具体的検討を進める。 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（3） 積立金の使途 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

   

前中期目標期間か

らの繰越積立金は、

前中期目標期間まで

に自己収入財源で取

得し、本中期目標期

間へ繰り越した有形

固定資産の減価償却

に要する費用等に充

当する。 

 

前中期目標期間か

らの繰越積立金は、

前中期目標期間まで

に自己収入財源で取

得し、本中期目標期

間へ繰り越した有形

固定資産の減価償却

に要する費用等に充

当する。 

＜評価の視点＞ 

・積立金は、有形固

定資産の減価償却に

要する費用等に充当

したか。 

＜主要な業務実績＞ 

・令和 6 年度の繰越額は、576,140,870 円となっ

ている。このうち、191,258,918 円を有形固定資

産の減価償却費・除却費用に充当した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示すとおり年度

計画を達成したため、自己評価を B

評定とした。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（4） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

重大事故発生件数 0 件  0 件 0 件 0 件 0 件   

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

機構は、「独立行

政法人通則法の一部

を改正する法律」

（平成 27年 4月 1日

施行）に基づき、内

部統制の推進体制を

整備するとともに、

内部統制の一層の充

実・強化を図るた

め、機構の重要な審

議機関としての理事

会の機能強化を行

い、毎年度「内部統

制の推進に関する取

組方針」を策定し、

これに基づき実施す

る。 

 

 

 

 

特に、座学教育及

び航海訓練について

は、リスク管理の徹

底により、期間内の

重大事故発生件数 0

件を目指す。 

 

一方で、前中期目

標期間に起きた各種

不祥事事案を受け止

め、適切な業務運営

のためにコンプライ

アンスの更なる徹底

等、内部統制の強化

を図る。理事長の強

 

業務方法書に定め

た事項に基づき、法

令等を遵守しつつ効

果的かつ効率的に業

務を運営し、法人の

使命を果たすため、

内部統制の充実・強

化を図る。 

特に、前中期目標

期間に発生した不祥

事事案を重く受け止

め、適切な業務運営

のために本部、学校

及び練習船に対し、

監事監査及び内部監

査を適切に行ってい

くことにより、監査

機能の実効性の向上

に努める。 

 

 

座学教育及び航海

訓練においては、リ

スク管理の徹底によ

り、期間内の重大事

故発生件数 0 件を目

指す。 

 

① 機構の業務の実

施状況について、実

態を把握し、継続的

な分析及び必要な見

直しを行うため、内

部統制に関する委員

会を毎年度開催す

る。 

 

業務方法書に定め

た事項に基づき、法

令等を遵守しつつ効

果的かつ効率的に業

務を運営し、法人の

使命を果たすため、

内部統制の充実・強

化を図る。 

特に、前中期目標

期間に発生した不祥

事事案を重く受け止

め、適切な業務運営

のために本部、学校

及び練習船に対し、

監事監査及び内部監

査を適切に行ってい

くことにより、監査

機能の実効性の向上

に努める。 

 

 

座学教育及び航海

訓練においては、リ

スク管理の徹底によ

り、年度内の重大事

故発生件数 0 件を目

指す。 

 

① 機構の業務の実

施状況について、実

態を把握し、継続的

な分析及び必要な見

直しを行うため、内

部統制に関する委員

会を開催する。 

 

＜評価の視点＞ 

・内部統制の充実・

強化を図る。 

・本部、学校及び練

習船に対し、監事監

査及び内部監査を適

切に行い監査機能の

実効性の向上に努め

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・座学教育及び航海

訓練においては、リ

スク管理の徹底によ

り、年度内の重大事

故発生件数 0 件を目

指す。 

 

・内部統制に関する

委員会を毎年度開催

しているか。 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・監事監査を本部、海技学校（館山、口之津）、

海技短大（小樽、唐津）、練習船（海王丸、青雲

丸）の計 7箇所で実施した。 

・臨時監事監査を海技短大（宮古）で実施し

た。 

・内部監査を次のとおり実施した。 

○文書管理等監査を海技学校（館山、口之津）、

海技短大（小樽、唐津）、練習船（海王丸、青雲

丸）の計 7箇所で実施した。 

また、臨時監査を海技短大（宮古、清水、波

方）、海技大学校、練習船（日本丸、大成丸、銀

河丸）の計 7箇所で実施した。 

○登録船舶職員養成施設等監査を海技短大（小

樽、波方）、海技大学校の計 3箇所で実施した。 

○会計内部監査を海技短大（小樽、宮古、清

水）、練習船（青雲丸）の計 4箇所で実施した。 

・SMS 内部監査を本部及び練習船に対し実施し

た。また、QMS 内部監査を本部、各船、各学校へ

実施した。 

 

 

・座学教育及び航海訓練においては、リスク管

理の徹底により、令和6年度内の重大事故発生件

数は 0件だった。 

 

［指標実績］ 

・重大事故発生件数: 0 件 

 

① 内部統制委員会の開催 

・理事長が委員長を務める内部統制委員会を3回

開催し、以下の取組内容の報告を行い、適切に

内部統制の充実・強化が図られていることを点

検した。 

○年度計画に基づき、監事監査及び内部監査等

を実施に加え、宮古校事案を踏まえた宮古校に

おける臨時監事監査、年度計画外の学校及び練

＜評定と根拠＞ 

評定：C 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度内の重大事故発生件数は 0

件（達成度/100.0％）である。し

かし、職員による不適切事案や練

習船における船員法等関係法令違

反等が発生してしまったことを鑑

み、自己評価を C評定とする。 

 不祥事事案が発生してしまった

ことを重く受け止め、役職員向け

研修や内部監査を実施することに

よる再発防止に努めるとともに、

組織一丸となり信頼回復に取り組

んでいく。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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いリーダーシップの

もと、内部統制委員

会での検証や外部有

識者、第三者委員会

の助言による業務の

改善等の取組を更に

進めるとともに、監

査結果を業務運営に

より適切に反映させ

る体制を整備するこ

とにより、内部統制

システムの充実を図

る。また、本部と現

場、教員・教官同士

の連携強化、安全管

理上の課題への横断

的な取組、情報共有

体制の構築を進める

ことで、不祥事事案

に対する信頼の回復

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

② コンプライアン

スの一層の推進を図

るため、内部通報制

度の環境整備を行う

とともに、コンプラ

イアンス推進に係る

教育・研修を実施す

る。 

 

③ リスクマネジメ

ントを通じ、業務運

営におけるリスクを

適切に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② コンプライアン

スの一層の推進を図

るため、内部通報制

度の環境整備を行う

とともに、コンプラ

イアンス推進に係る

教育・研修を実施す

る。 

 

③ リスクマネジメ

ントを通じ、業務運

営におけるリスクを

適切に管理し、事案

が発生した場合は適

切に対処するととも

に、国土交通省へ直

ちに報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コンプライアンス

推進に係る教育・研

修を実施している

か。 

 

 

 

 

 

・業務運営における

リスクを適切に管理

し、事案が発生した

場合は適切に対処す

るとともに、国土交

通省へ直ちに報告し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

習船に対しても臨時内部監査を実施し、その結

果を報告した。 

○コンプライアンス研修等の実施状況を報告し

た。 

○公益通報の実績を報告した。 

 

② コンプライアンスの一層の推進 

・全職員を対象に、オンデマンドによるコンプ

ライアンス研修を実施した。 

・新採用者職員向け研修において、服務規律・

倫理・コンプライアンス等の講義を設け、コン

プライアンス等に関する意識向上を図った。 

 

 

 

③ リスクの適切な管理 

・リスクマネジメント委員会を3回開催し、以下

の取組を行った。  

○令和6年度優先対応リスクとして、以下の3分

類 12項目を選定し、実施した。 

 

(1)JMETS の社会的信用の失墜 

・ハラスメント撲滅に向けた職員の意識向上を

図るため、ハラスメントに関する視聴研修を実

施した。 

・学校における不祥事の未然防止の強化及び信

用失墜に繋がる行為根絶を図るため、コンプラ

イアンス研修に重点を置いて取り組んだ。 

・練習船における不祥事の発生防止のため、適

宜電話・メールでの相談を受けているが、配乗

担当者による乗組員との訪船・WEB 面談を年 2 回

以上実施し、対面による面談や相談の機会をこ

れまで以上に増やした。 

・生徒・学生等の重大事故未然防止のため、組

織全体で事故事例の情報収集と対応策の訓練、

安全点検及び安全教育の強化に取り組んだ。 

・乗組員、実習生においては、作業時を中心と

した死傷災害防止対策、船員の安全衛生意識の

維持・向上に努めた。 

◯各船の安全担当者が過去のヒヤリハット報告

や不適合報告の事例を紹介したり、作業前には

他所で起こった災害事例を参照したりして類似

事故の予防を図った。 

◯安全衛生標語を募集して安全意識の向上を図

り、船員災害防止協会の募集する安全衛生標語

に応募するなどの活動を通じて、安全衛生意識

の維持・向上に努めた。 

◯毎月船内安全点検を実施して、危険発生が予

想される箇所の洗い出しと対策を行い、死傷災

害防止につながる活動を続けている。 

 

(2)要員不足による業務停滞 

・職員の精神疾患増加に対し、メンタルヘルス

に関する視聴研修、外部講師による研修を実施

し、職員の心の保持増進に努めた。 

・職員の離職者増加に対し、個別の調査整理内
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④ 理事長の強いリ

ーダーシップのも

と、内部統制委員会

での検証や外部有識

者、第三者委員会の

助言による業務の改

善等の取組を更に進

めることにより、内

部統制システムの充

実を図る。 

 

 

 

⑤ 本部と現場や教

員・教官同士による

連携強化、安全管理

上の課題への横断的

な取組、情報共有体

制の構築を進めるこ

とで不祥事事案に対

する信頼の回復に取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 理事長の強いリ

ーダーシップのも

と、内部統制委員会

での検証や外部有識

者、第三者委員会の

助言による業務の改

善等の取組を更に進

めることにより、内

部統制システムの充

実を図る。 

 

 

 

⑤ 本部と現場や教

員・教官同士による

連携強化、安全管理

上の課題への横断的

な取組、情報共有体

制の構築を進めるこ

とで不祥事事案に対

する信頼の回復に取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内部統制委員会で

の検証や外部有識

者、第三者委員会の

助言による業務の改

善等の取組を更に進

めることにより、内

部統制システムの充

実を図っているか。 

 

 

 

 

 

・本部と現場や教

員・教官同士による

連携強化、安全管理

上の課題への横断的

な取組、情報共有体

制の構築を進めてい

るか。 

・不祥事事案に対す

る信頼の回復に取り

組んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容を情報共有し、個別面接時のヒアリングに活

用する等、対応を強化した。 

・職員の採用困難対策として、新たな採用ソー

スを求め、水産系大学や内航船社との調整を行

うとともに、資格要件の緩和を検討している。 

 

(3)情報システムに係るトラブル及びその対応等

による業務停滞 

・情報セキュリティに関する教育・研修・自己

点検の実施により、情報セキュリティに関する

手順の確認及び対応能力の向上が図られた。 

・情報セキュリティ監査による指摘事項を基

に、情報セキュリティ体制及び規程等の整備を

順次進めていくこととした。 

・情報システムに関する技術的対策を推進する

ため、委員会等での最高セキュリティアドバイ

ザーによる講演により、情報システム技術に関

する知識を広げることができた。 

・情報セキュリティ体制の整備については、サ

ーバー更改に併せてシステムのバックアップ体

制を見直し、整備することができた。 

 

④ 内部統制システムの充実 

・理事長が委員長を務める内部統制委員会を3回

開催し、以下の取組内容の報告を行い、適切に

内部統制の充実・強化が図られていることを点

検した。 

○年度計画に基づき、監事監査及び内部監査の

実施に加え、宮古校事案を踏まえ、宮古校への

臨時監事監査、学校及び練習船に対しても臨時

内部監査を実施し、その結果を報告した。 

○コンプライアンス研修等の実施状況を報告し

た。 

○公益通報の実績を報告した。 

 

⑤ 不祥事事案に対する信頼の回復 

・令和6年4月に臨時安全衛生対策推進委員会を

開催し、下記を策定した。 

○令和 6年度学校安全衛生活動計画 

○令和6年度船員災害防止実施計画及び健康保持

増進実施計画 

・組織横断的な安全衛生対策推進委員会を3回開

催し、前中期計画期間に発生した不祥事事案再

発防止策について、確認を行った。また、令和 3

年度に策定した「学校における不祥事防止に向

けた取組」について、継続的に検証を行ってい

る。 

・令和6年3月に発生した宮古校職員による後援

会資金着服事案に関する第三者委員会の報告書

を踏まえ、再発防止策を策定するとともに機構

ホームページ上に公表し、後援会の廃止や現金

出納の原則禁止を含めた内部規程の見直し等、

再発防止に取り組み、信頼回復に努めた。 

・令和6年 7月から9月に行われた船員労務官に

よる練習船への立ち入り検査において5件の船員

法等関係法令違反の事実が確認され、戒告処分
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⑥ 監事監査及び内

部監査を実施し、監

査結果に基づくフォ

ローアップを適切に

行うことにより、ガ

バナンスの強化を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 監事監査及び内

部監査を実施し、監

査結果に基づくフォ

ローアップを適切に

行うことにより、ガ

バナンスの強化を推

進する。 

 

⑦ 理事長の強いリ

ーダーシップのも

と、以下の取組を推

進し、職員の意識醸

成に努め、信頼の回

復に取り組む。 

 

ア 重要プロジェク

トに関するガバナン

スの再構築 

 

 

 

 

イ 専門性の高い重

要プロジェクトにお

ける専門家の活用等 

 

 

 

 

 

ウ 会計上の手続等

に関する職員への啓

発、組織間の連携強

化 

 

 

 

 

エ 適切な資産管理

の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・監査結果に基づく

フォローアップを適

切に行い、ガバナン

スの強化を推進して

いるか。 

 

 

 

・理事長の強いリー

ダーシップのもと、

職員の意識醸成に努

め、信頼回復に取り

組んだか。 

を受けたことを踏まえ、是正措置及び再発防止

措置を実施することで、信頼回復に努めた。 

・令和6年9月に発生した波方校校内練習船によ

る係留場所での燃料油流出事案について、原因

究明と生徒・学生への指導及び教員による確認

の徹底等、再発防止に努めた。 

・令和 6 年 11 月から令和 7 年 1 月に行われた運

航労務監理官による本部への監査において、3 件

の船員法違反を指摘され、戒告処分を受けたこ

とを踏まえ、是正措置を行った上で再発防止の

対応を実施している。 

 

⑥ ガバナンスの強化 

・監事監査及び内部監査等の実施計画を策定

し、3 回開催された内部統制委員会において実施

計画及び対応結果を報告した。 

また、宮古校事案を踏まえ、宮古校への臨時監

事監査、学校及び練習船に対しても臨時内部監

査を実施し、その結果を報告した。 

 

⑦ 職員の意識醸成と信頼回復 

・以下の取組を推進し、職員の意識醸成及び信

頼回復に努めた。 

 

 

 

 

ア 重要プロジェクトに関するガバナンスの再

構築 

・重要プロジェクトについては、適時適切に、

業務推進本部会合等を通じて進捗状況の管理を

行うとともに、理事会において組織としての意

思決定を行っている。 

 

イ 専門性の高い重要プロジェクトにおける専

門家の活用等 

・次期基幹情報システム及び人事・給与システ

ム導入にかかるプロジェクトの実現可能性につ

いては、外部専門家であるPMOアドバイザーによ

る技術的観点からの助言を基に事前検討を行っ

ている。 

 

ウ 会計上の手続等に関する職員への啓発、組

織間の連携強化 

・契約事務担当職員を対象に、契約手続に関す

る研修を実施した。 

・入札案件は、担当部署と会計課とで契約手続

に関する資料及びチェックリストを用いてクロ

スチェックを実施している。 

 

エ 適切な資産管理の実施 

・該当事項なし。 
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4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 

 

 



 
 

52 
 

業務実績等報告書様式 1－1－4－2 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（5） 情報セキュリティ対策 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度行政事業レビュー予算事業 ID 004439,004441,004663 
 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

「サイバーセキュ

リティ戦略」（平成

30年 7月 27日閣議決

定）等の政府方針を

踏まえ、引き続き、

サイバー攻撃等の脅

威への対処に万全を

期するとともに、保

有個人情報の保護を

含む適切な情報セキ

ュリティ対策を推進

する。また、リモー

トワーク時のセキュ

リティの強化を図

る。 

 

内閣官房情報セキ

ュリティセンター

（NISC）策定の「政

府機関の情報セキュ

リティ対策のための

統一基準群」（平成

30年 7月 25日サイバ

ーセキュリティ戦略

本部第 19 回会合改

定）に基づき、機構

内の情報セキュリテ

ィ対策の強化を図

る。 

また、リモートワ

ークの機能強化とあ

らゆる事態に対応し

たリモートワーク体

制の実現とともに在

宅勤務時のセキュリ

ティの強化を図る。 

 

内閣官房情報セキ

ュリティセンター

（NISC）策定の「政

府機関の情報セキュ

リティ対策のための

統一基準群」（令和５

年７月４日サイバー

セキュリティ戦略本

部決定）に基づく情

報セキュリティ対策

推進体制のもと、機

構内の情報セキュリ

ティ対策の強化を図

る。 

特に、令和５年度

における複数件の情

報セキュリティイン

シデントの発生を受

け、役職員の情報リ

テラシーを確保し、

保有個人情報の保護

を含む適切な情報セ

キュリティ対策を推

進するために、採

用・異動後直ちに行

う教育等の充実を図

る。 

また、リモートワ

ークの機能強化とあ

らゆる事態に対応し

たリモートワーク体

制の実現とともに在

宅勤務時のセキュリ

ティの強化を図る。 

 

＜評価の視点＞ 

・機構内の情報セキ

ュリティ対策の強化

を図っているか。 

 

 

・役職員の情報リテ

ラシーを確保し、保

有個人情報の保護を

含む適切な情報セキ

ュリティ対策を推進

するため、採用・異

動後直ちに行う教育

等の充実を図った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・リモートワーク時

のセキュリティの強

化を図っているか。 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・情報セキュリティ対策を強化するため、令和5

年度統一基準群に準拠するようにセキュリティ

ポリシー及び外部委託ガイドラインを改正し

た。 

 

・役職員の情報リテラシー確保のために、以下

の取組を実施した。 

○採用及び異動後は、直ちに情報セキュリティ

教育を行うことを徹底した。 

○情報教育体制の見直しを行い、毎年実施して

いる全役職員対象の情報セキュリティ教育を、

4/四期から 2/四期に前倒しして実施した。ま

た、当該教育後には教育内容の理解度評価とし

て、政府統一基準に準拠した確認テストを実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・リモートワーク時のセキュリティ強化のた

め、BYOD(個人端末の業務利用）について NISC

照会を行い、サプライチェーン・リスクの懸念

があるとの結果が NISC より出された端末につい

ては、機構基幹システムに接続させないことと

することで、サプライチェーン・リスクへの対

策の推進に努めた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・「業務実績欄」に示す実績のとお

り、年度計画を達成した。 

・令和 5 年度に個人情報漏洩を伴う

情報セキュリティインシデント（い

ずれも個人情報保護委員会への報告

を義務づけられていないもの）が続

発したため、機構としてこの事態を

重く受け止め、情報セキュリティポ

リシーに従い、全ての案件について

主務省に対して報告するとともに、

業務実績欄のとおり、情報セキュリ

ティにかかる再教育の徹底、メール

サーバの機能改修、セキュリティポ

リシーの改正等、様々な対策を講

じ、情報セキュリティ対策を一層強

化することで、令和 6 年 2 月以降、

情報セキュリティインシデントが 1

件も発生していないこと等を総合的

に勘案し、自己評価を Bとした。 

・今後も、情報セキュリティ教育の

実施時期を従来の年度末から前倒し

にして上半期中に実施するととも

に、着任時にも実施すること。ま

た、NISC 統一基準に対応したガイド

ラインの整備等、引き続き、対策に

取り組んでいく。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 
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4．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 

 

 
































